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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　マイクロ流体装置であって、
　（ａ）希薄出口チャネル及び濃縮出口チャネルと流体的に接続された入口チャネルを備
えており、前記希薄出口チャネル及び前記濃縮出口チャネルが交点において前記入口チャ
ネルから分岐する、淡水化ユニットと、
　（ｂ）前記交点に近接した前記淡水化ユニットと電気化学的に接触する電極と
を備えており、
　前記電極が、前記交点付近に電場勾配を生成するようにファラデー反応を起こすように
構成される、
マイクロ流体装置。
【請求項２】
　前記電極が陽極を含む、請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記電極が陰極を含む、請求項１に記載の装置。
【請求項４】
　前記入口チャネルの幅が、１０００μｍから１μｍである、請求項１～３のいずれか一
項に記載の装置。
【請求項５】
　前記入口チャネルの幅が、５００μｍから１０μｍである、請求項１～４のいずれか一



(2) JP 6366605 B2 2018.8.1

10

20

30

40

50

項に記載の装置。
【請求項６】
　前記入口チャネルの幅が、１５０μｍから２５μｍである、請求項１～５のいずれか一
項に記載の装置。
【請求項７】
　前記入口チャネルの高さが、５０μｍ以下である、請求項１～６のいずれか一項に記載
の装置。
【請求項８】
　前記入口チャネルの高さが、５０μｍから１μｍである、請求項１～７のいずれか一項
に記載の装置。
【請求項９】
　前記入口チャネルの高さが、２０μｍから１μｍである、請求項１～８のいずれか一項
に記載の装置。
【請求項１０】
　前記希薄出口チャネルの幅が、５００μｍから０．５μｍである、請求項１～９のいず
れか一項に記載の装置。
【請求項１１】
　前記希薄出口チャネルの幅が、８０μｍから１０μｍである、請求項１～１０のいずれ
か一項に記載の装置。
【請求項１２】
　前記希薄出口チャネルの高さが、５０μｍ以下である、請求項１～１１のいずれか一項
に記載の装置。
【請求項１３】
　前記希薄出口チャネルの高さが、５０μｍから１μｍである、請求項１～１２のいずれ
か一項に記載の装置。
【請求項１４】
　前記希薄出口チャネルの高さが、２０μｍから１μｍである、請求項１～１３のいずれ
か一項に記載の装置。
【請求項１５】
　前記濃縮出口チャネルの幅が、５００μｍから０．５μｍである、請求項１～１４のい
ずれか一項に記載の装置。
【請求項１６】
　前記濃縮出口チャネルの幅が、８０μｍから１０μｍである、請求項１～１５のいずれ
か一項に記載の装置。
【請求項１７】
　前記濃縮出口チャネルの高さが、５０μｍ以下である、請求項１～１６のいずれか一項
に記載の装置。
【請求項１８】
　前記濃縮出口チャネルの高さが、５０μｍから１μｍである、請求項１～１７のいずれ
か一項に記載の装置。
【請求項１９】
　前記濃縮出口チャネルの高さが、２０μｍから１μｍである、請求項１～１８のいずれ
か一項に記載の装置。
【請求項２０】
　前記希薄出口チャネルの断面積と前記濃縮出口チャネルの断面積との合計が、前記入口
チャネルの断面積と実質的に等しい、請求項１～１９のいずれか一項に記載の装置。
【請求項２１】
　前記入口チャネルと流体的に接続された、流体入口、流体容器、またはそれらの組み合
わせをさらに備える、請求項１～２０のいずれか一項に記載の装置。
【請求項２２】



(3) JP 6366605 B2 2018.8.1

10

20

30

40

50

　前記希薄出口チャネルと流体的に接続された、流体出口、流体容器、またはそれらの組
み合わせをさらに備える、請求項１～２１のいずれか一項の装置。
【請求項２３】
　前記濃縮出口チャネルと流体的に接続された、流体出口、流体容器、またはそれらの組
み合わせをさらに備える、請求項１～２２のいずれか一項に記載の装置。
【請求項２４】
　前記交点における前記希薄出口チャネルと前記濃縮出口チャネルとの間に形成される角
度が、６０度以下である、請求項１～２３のいずれか一項に記載の装置。
【請求項２５】
　前記淡水化ユニットと流体的に分離された補助チャネルをさらに備える、請求項１～２
４のいずれか一項に記載の装置。
【請求項２６】
　前記電極が、前記淡水化ユニット及び前記補助チャネルを電気化学的に接続する双極電
極を含む、請求項２５に記載の装置。
【請求項２７】
　前記双極電極が、前記淡水化ユニットと電気化学的に接触する陽極、及び前記補助チャ
ネルと電気化学的に接触する陰極を備える、請求項２５または２６に記載の装置。
【請求項２８】
　前記双極電極が、前記淡水化ユニットと電気化学的に接触する陰極、及び前記補助チャ
ネルと電気化学的に接触する陽極を備える、請求項２５または２６に記載の装置。
【請求項２９】
　前記補助チャネルが、希薄出口チャネル及び濃縮出口チャネルと流体的に接続された入
口チャネルを備え、前記希薄出口チャネル及び前記濃縮出口チャネルが、交点において前
記入口チャネルから分岐する、
第二の淡水化ユニットと、
　前記第二の淡水化ユニットと電気化学的に接触する電極と
を備え、
　前記電極が、前記希薄出口チャネル及び前記濃縮出口チャネルが前記入口チャネルから
分岐する前記交点付近に電場勾配を生成するように構成される、
請求項２５～２８のいずれか一項に記載の装置。
【請求項３０】
　前記補助チャネル及び前記淡水化ユニットにわたる電位バイアスを印加するように構成
された電源をさらに備える、請求項２５～２９のいずれか一項に記載の装置。
【請求項３１】
　請求項１～３０のいずれか一項に定義された複数個の装置を備える、浄水システム。
【請求項３２】
　前記複数個の装置の前記入口チャネルが水入口と流体的に接続され、前記複数個の装置
の前記希薄出口チャネルが水出口と流体的に接続される、請求項３１に記載のシステム。
【請求項３３】
　流体的に直列に接続された複数個の前記装置を備える、請求項３１または３２に記載の
システム。
【請求項３４】
　並列に配置された複数個の前記装置を備える、請求項３１～３３のいずれか一項に記載
のシステム。
【請求項３５】
　水の塩分を低減させる方法であって、
　（ａ）請求項１～３０のいずれか一項に定義された前記装置の前記入口チャネル、また
は請求項３１～３４のいずれか一項に定義された前記システムの前記水入口を流れるよう
に塩水を供給することと、
　（ｂ）電位バイアスを印加することによって、請求項１～３０のいずれか一項に定義さ
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れた前記装置の前記淡水化ユニット、または請求項３１～３４のいずれか一項に定義され
た前記システムの前記淡水化ユニットを流れるイオンの流れに影響を与える電場勾配を生
成することと、
　（ｃ）請求項１～３０のいずれか一項に定義された前記装置の前記希薄出口チャネル、
または請求項３１～３４のいずれか一項に定義された前記システムの前記水出口から水を
収集することと
を含み、
　請求項１～３０のいずれか一項に定義された前記装置の前記希薄出口チャネル、または
請求項３１～３４のいずれか一項に定義された前記システムの前記水出口から収集された
前記水の電気伝導性が、前記塩水よりも低い、
方法。
【請求項３６】
　前記塩水が海水を含む、請求項３５に記載の方法。
【請求項３７】
　前記塩水が汽水を含む、請求項３５に記載の方法。
【請求項３８】
　前記収集された水の導電率が、前記塩水の導電率の８０％を超えない、請求項３５～３
７のいずれか一項に記載の方法。
【請求項３９】
　前記収集された水の導電率が、前記塩水の導電率の５０％を超えない、請求項３５～３
８のいずれか一項に記載の方法。
【請求項４０】
　前記収集された水の導電率が、前記塩水の導電率の１０％を超えない、請求項３５～３
９のいずれか一項に記載の方法。
【請求項４１】
　前記収集された水の導電率が、０．１Ｓ／ｍ未満である、請求項３５～４０のいずれか
一項に記載の方法。
【請求項４２】
　前記収集された水の導電率が、０．０５Ｓ／ｍから０．００５Ｓ／ｍである、請求項３
５～４１のいずれか一項に記載の方法。
【請求項４３】
　前記収集された水の導電率が、０．００５Ｓ／ｍから５．５×１０－６Ｓ／ｍである、
請求項３５～４２のいずれか一項に記載の方法。
【請求項４４】
　印加される電位バイアスの範囲が、１Ｖから１０Ｖである、請求項３５～４３のいずれ
か一項に記載の方法。
【請求項４５】
　請求項１～３０のいずれか一項に定義された前記装置の前記淡水化ユニット、または請
求項３１～３４のいずれか一項に定義された前記システムの各淡水化ユニットを流れる前
記塩水の流量の範囲が、毎分０．０１から１μｌである、請求項３５～４４のいずれか一
項に記載の方法。
【請求項４６】
　水の塩分を低減させる方法であって、
　（ａ）希薄出口チャネル及び濃縮出口チャネルと流体的に接続された入口チャネルを備
えており、前記希薄出口チャネル及び前記濃縮出口チャネルが交点において前記入口チャ
ネルから分岐する淡水化ユニットに塩水を流すことと、
　（ｂ）前記交点に近接して位置付けられた電極においてファラデー反応を起こして電場
勾配を生成することと
を含み、
　前記電場勾配が、前記塩水中のイオンを前記希薄出口チャネルから離すように導く、方
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法。
【請求項４７】
　前記ファラデー反応が、塩化物の塩素への酸化を含む、請求項４６の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　関連出願の参照
　本願は、米国仮出願第６１／７４０，７８０号（２０１２年１２月２１日出願）の利益
を主張するものであり、それはその全体が参照により本明細書に組み入れられる。
【０００２】
連邦政府資金による研究開発の記載
　本発明は、米国エネルギー省によって付与された協定番号ＤＥ－ＦＧ０２－０６ＥＲ１
５７５８、及び米国環境保護庁によって付与された契約番号ＥＰ－Ｄ－１２－０２６の下
で、政府の支援を受けて為された。政府は、本発明に一定の権利を有する。
【０００３】
　本願は、一般的に水の淡水化のための装置、システム及び方法に関する。
【背景技術】
【０００４】
　真水に対する世界的需要は、急速に増している。湖、川及び帯水層を含む多くの従来の
真水源は、急速に枯渇している。結果として、多くの地域において、真水は限りある資源
となっている。実際に、国際連合は、世界人口の３分の２が、２０２５年までに水ストレ
スを受ける地域に暮らす可能性があると推定している。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　現在、世界の水供給源のおおよそ９７％が、海水として存在している。淡水化、すなわ
ち塩分を含む水（例えば、海水）を真水に変えるプロセスは、人間が消費するまたはかん
がいに適した真水の信頼できる供給源を提供する可能性を与える。残念ながら、蒸留及び
逆浸透を含む既存の淡水化プロセスは、大量のエネルギーと専門のかつ高価な設備との両
方が必要である。結果として、淡水化は、現在、ほとんどの従来の水源と比較して高価で
あり、多くの場合、世界の発展途上地域にとっては極めて高価である。それ故に、人間の
水利用の総量のうちのごく少量のみが、現在、淡水化によって充足されている。水淡水化
のためのよりエネルギー効率の良い方法は、特に水ストレスを受ける地域における、真水
に対する増大する需要に対処するための可能性を与える。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　水の淡水化のためのマイクロ流体装置及びシステムを開示する。
【０００７】
　水の淡水化のためのマイクロ流体装置は、淡水化ユニットを備えることができる。淡水
化ユニットは、希薄出口チャネル及び濃縮出口チャネルと流体的に接続された入口チャネ
ルを備えることができる。希薄出口チャネル及び濃縮出口チャネルは、交点において入口
チャネルから分岐することができる。淡水化ユニットは、淡水化ユニットと電気化学的に
接触する電極をさらに備えることができる。電極は、希薄出口チャネル及び濃縮出口チャ
ネルが入口チャネルから分岐するところの交点付近に電場勾配を生成するように構成でき
る。バイアスの印加を受けて、かつ塩水の流れの存在下において、電場勾配が、塩水中の
イオンを濃縮出口チャネルに優先的に導くことができ、その一方で、脱塩水は、希薄出口
チャネル内を流れる。
【０００８】
　いくつかの実施形態では、マイクロ流体装置は、淡水化ユニットと流体的に分離された
補助チャネルをさらに含むことができる。補助チャネルは、双極電極を介して淡水化ユニ
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ットと電気化学的に接続することができる。これらの場合では、双極電極は、淡水化ユニ
ット及び補助チャネルの両方と電気化学的に接触するように構成できる。補助チャネル及
び淡水化ユニットにわたるバイアスの印加を受けて、かつ塩水の流れの存在下において、
電場勾配が、塩水中のイオンを淡水化ユニットの濃縮出口チャネルに優先的に導くことが
でき、その一方で、脱塩水は、希薄出口チャネル内を流れる。
【０００９】
　いくつかの実施形態では、補助チャネルは、淡水化ユニットを備える。これらの実施形
態では、マイクロ流体装置は、同一の構造であっても異なる構造であってもよい二つの淡
水化ユニットを備えることができる。第一の淡水化ユニットと第二の淡水化ユニットとは
、双極電極によって電気化学的に接続できる。第一の淡水化ユニット及び第二の淡水化ユ
ニットにわたるバイアスの印加を受けて、かつ塩水の圧力推進による流れの存在下におい
て、電場勾配が、塩水中のイオンを第一及び第二の淡水化ユニットの濃縮出口チャネルに
優先的に導くことができ、その一方で、脱塩水は、第一及び第二の淡水化ユニットの希薄
出口チャネル内を流れる。
【００１０】
　本明細書に記述する複数個のマイクロ流体装置を組み合わせて浄水システムを形成でき
る。システムは、並列に配置または流体的に直列に接続された、本明細書に記述する複数
個の装置を備えることができる。システムは、また、並列に配置及び流体的に直列に接続
されたものの両方の複数個の装置を備えることができる。例えば、装置は、流体的に直列
に接続された第二の一対の装置と並列に配置された、流体的に直列に接続された第一の一
対の装置を含むことができる。そのようなシステムでは、複数個の装置は、単一面に（す
なわち、二次元システムとして）製造してもよいし、三次元に製造してもよい。
【００１１】
　水の塩分を低減させるための、本明細書に記述する装置及びシステムの使用方法も提供
する。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１Ａ】水の淡水化のためのマイクロ流体装置を図示する概略図である。
【図１Ｂ】図１Ａに示すマイクロ流体装置の拡大部分を図示する概略図である
【図１Ｃ】淡水化ユニットにわたって電位バイアスを印加するように構成された電源と組
み合わされた、水の淡水化のためのマイクロ流体装置を図示する概略図である。
【図２】水の淡水化のためのマイクロ流体装置を図示する概略図である。装置は、双極電
極によって電気化学的に接続された淡水化ユニット及び補助チャネルを含む。
【図３】水の淡水化のためのマイクロ流体装置を図示する概略図である。装置は、双極電
極によって電気化学的に接続された二つの淡水化ユニットを含む。
【図４】水の淡水化のための浄水システムの概略図である。システムは、並列で動作する
ように構成された複数の淡水化ユニットを含む。
【図５】水の淡水化のための浄水システムの概略図である。システムは、並列で動作する
ように構成された複数の淡水化ユニットを含む。
【図６】水の淡水化のための浄水システムの概略図である。装置は、直列で動作するよう
に構成された複数の淡水化ユニットを含む。
【図７】希薄出口チャネル及び濃縮出口チャネルが入口チャネルから分岐するところの交
点付近におけるイオンの電気泳動的な方向転換を描写する概略図である。
【図８Ａ】図２に図示する装置を流れる海水におけるＲｕ（ｂｐｙ）２＋（蛍光カチオン
トレーサ）の溶液の流れを図示する蛍光顕微鏡写真である。図８Ａは、電位バイアスの印
加前に取られた装置の蛍光顕微鏡写真である。図８Ｂは、電位バイアスの印加時に取られ
た装置の蛍光顕微鏡写真である。
【図８Ｂ】図２に図示する装置を流れる海水におけるＲｕ（ｂｐｙ）２＋（蛍光カチオン
トレーサ）の溶液の流れを図示する蛍光顕微鏡写真である。図８Ａは、電位バイアスの印
加前に取られた装置の蛍光顕微鏡写真である。図８Ｂは、電位バイアスの印加時に取られ
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た装置の蛍光顕微鏡写真である。
【図９Ａ】図２に図示する装置を流れるＮａ２ＳＯ４におけるＲｕ（ｂｐｙ）２＋（蛍光
カチオントレーサ）の溶液の流れを図示する蛍光顕微鏡写真である。図９Ａは、電位バイ
アスの印加前に取られた装置の蛍光顕微鏡写真である。図９Ｂは、電位バイアスの印加時
に取られた装置の蛍光顕微鏡写真である。
【図９Ｂ】図２に図示する装置を流れるＮａ２ＳＯ４におけるＲｕ（ｂｐｙ）２＋（蛍光
カチオントレーサ）の溶液の流れを図示する蛍光顕微鏡写真である。図９Ａは、電位バイ
アスの印加前に取られた装置の蛍光顕微鏡写真である。図９Ｂは、電位バイアスの印加時
に取られた装置の蛍光顕微鏡写真である。
【図１０Ａ】図２に図示する装置を流れるＮａＣｌにおけるＲｕ（ｂｐｙ）２＋（蛍光カ
チオントレーサ）の溶液の流れを図示する蛍光顕微鏡写真である。図１０Ａは、電位バイ
アスの印加前に取られた装置の蛍光顕微鏡写真である。図１０Ｂは、電位バイアスの印加
時に取られた装置の蛍光顕微鏡写真である。
【図１０Ｂ】図２に図示する装置を流れるＮａＣｌにおけるＲｕ（ｂｐｙ）２＋（蛍光カ
チオントレーサ）の溶液の流れを図示する蛍光顕微鏡写真である。図１０Ａは、電位バイ
アスの印加前に取られた装置の蛍光顕微鏡写真である。図１０Ｂは、電位バイアスの印加
時に取られた装置の蛍光顕微鏡写真である。
【図１１】図２に図示する淡水化ユニットの中における、５ｍｍ長の淡水化チャネルにお
ける距離の関数としての、（｜Ｖ｜／ｍでプロットされた）軸方向の電場強度のプロット
である。測定値は、海水、ＮａＣｌ及びＮａ２ＳＯ４の溶液について収集した。
【図１２】図２に図示する装置を流れる、動作中の時間（秒）の関数としての、総電流（
ナノアンペアでプロットされた、ｉｔｏｔ）のグラフである。
【図１３Ａ】図１に図示する装置を流れる海水におけるＲｕ（ｂｐｙ）２＋（蛍光カチオ
ントレーサ）の溶液の流れを図示する蛍光顕微鏡写真である。図１３Ａは、電位バイアス
の印加前に取られた装置の蛍光顕微鏡写真である。図１３Ｂは、電位バイアスの印加時に
取られた装置の蛍光顕微鏡写真である。
【図１３Ｂ】図１に図示する装置を流れる海水におけるＲｕ（ｂｐｙ）２＋（蛍光カチオ
ントレーサ）の溶液の流れを図示する蛍光顕微鏡写真である。図１３Ａは、電位バイアス
の印加前に取られた装置の蛍光顕微鏡写真である。図１３Ｂは、電位バイアスの印加時に
取られた装置の蛍光顕微鏡写真である。
【図１４Ａ】ＮａＣｌにおいて起こる淡水化プロセスの数値シミュレーションのプロット
である。図１４Ａは、淡水化中の装置内の正規化された塩分分布を描写する。図１４Ｂは
、陽極にわたる電場強度のプロットを示す。
【図１４Ｂ】ＮａＣｌにおいて起こる淡水化プロセスの数値シミュレーションのプロット
である。図１４Ａは、淡水化中の装置内の正規化された塩分分布を描写する。図１４Ｂは
、陽極にわたる電場強度のプロットを示す。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　水の淡水化のためのマイクロ流体装置及びシステムを開示する。
【００１４】
　水の淡水化のためのマイクロ流体装置は、淡水化ユニットを備えることができる。淡水
化ユニットは、希薄出口チャネル及び濃縮出口チャネルと流体的に接続された入口チャネ
ルを備えることができる。希薄出口チャネル及び濃縮出口チャネルは、交点において入口
チャネルから分岐することができる。淡水化ユニットは、淡水化ユニットと電気化学的に
接触する電極も備えることができる。電極は、希薄出口チャネル及び濃縮出口チャネルが
入口チャネルから分岐するところの交点付近に電場勾配を生成するように構成できる。
【００１５】
　淡水化ユニット（１００）を備えた実施例の装置を、図１Ａに概略図に図示する。淡水
化ユニットは、希薄出口チャネル（１０４）及び濃縮出口チャネル（１０６）と流体的に
接続された入口チャネル（１０２）を含む。希薄出口チャネル（１０４）及び濃縮出口チ
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ャネル（１０６）は、交点（１０７）において入口チャネル（１０２）から分岐する。電
極（１０８）が、交点（１０７）に近接して位置付けられる。電極（１０８）は、装置の
運転中、電極に及びその下流にイオン枯渇領域（１０９）を形成するように構成され、そ
の結果、交点付近に電場勾配が形成される。実施例の装置は、入口チャネル（１０２）の
上流末端と流体的に接続された流体容器（１１０）、希薄出口チャネル（１０４）の下流
末端と流体的に接続された流体容器（１１４）、及び濃縮出口チャネル（１０６）の下流
末端と流体的に接続された流体容器（１１２）をさらに含む。
【００１６】
　淡水化ユニット（１００）におけるマイクロ流体チャネル（例えば、入口チャネル（１
０２）、希薄出口チャネル（１０４）及び濃縮出口チャネル（１０６））の寸法は、いく
つかの要因を考慮して、単独でかつ／または組み合わせにおいて選択できる。これらの要
因には、淡水化ユニットにおけるマイクロ流体チャネルに対する電極のサイズ及び位置、
装置の所望の流量、装置を使用して処理される塩水の塩分、並びに所望の塩分低減の程度
が含まれる。
【００１７】
　場合によっては、入口チャネル（１０２）、希薄出口チャネル（１０４）及び濃縮出口
チャネル（１０６）の寸法は、希薄出口チャネルの断面積と濃縮出口チャネルの断面積と
の合計が、入口チャネルの断面積と実質的に等しくなるように選択される。この文脈にお
いて、実質的に等しいとは、希薄出口チャネルの断面積と濃縮出口チャネルの断面積との
合計が、例えば、入口チャネルの断面積の１５％以内（例えば、入口チャネルの断面積の
１０％以内、または入口チャネルの断面積の５％以内）にあることを意味し得る。いくつ
かの実施形態では、希薄出口チャネルと濃縮出口チャネルとは、実質的に同等の断面寸法
を有する。これは、希薄出口チャネルの高さ及び幅が、濃縮出口チャネルの高さ及び幅と
実質的に同等（例えば、１５％以内、１０％以内または５％以内）であることを意味する
。
【００１８】
　淡水化ユニット（１００）におけるマイクロ流体チャネル（例えば、入口チャネル（１
０２）、希薄出口チャネル（１０４）及び濃縮出口チャネル（１０６））の寸法は、さま
ざまな断面形状を有するように製造できる。いくつかの実施形態では、淡水化ユニットに
おけるマイクロ流体チャネル（例えば、入口チャネル、希薄出口チャネル及び濃縮出口チ
ャネル）は、実質的に正方形または矩形の断面形状を有する。
【００１９】
　いくつかの実施形態では、入口チャネル（１０２）の幅は、約１０００μｍ以下（例え
ば、約９００μｍ以下、約８００μｍ以下、約７５０μｍ以下、約７００μｍ以下、約６
００μｍ以下、約５００μｍ以下、約４００μｍ以下、約３００μｍ以下、約２５０μｍ
以下、約２００μｍ以下、約１５０μｍ以下、約１００μｍ以下、約７５μｍ以下、また
は約５０μｍ以下）である。いくつかの実施形態では、入口チャネル（１０２）の幅は、
少なくとも約１μｍ（例えば、少なくとも約５μｍ、少なくとも約１０μｍ、少なくとも
約１５μｍ、少なくとも約２０μｍ、少なくとも約２５μｍ、少なくとも約５０μｍ、少
なくとも約７５μｍ、少なくとも約１００μｍ、少なくとも約１５０μｍ、少なくとも約
２００μｍ、少なくとも約２５０μｍ、少なくとも約３００μｍ、少なくとも約４００μ
ｍ、少なくとも約５００μｍ、少なくとも約６００μｍ、少なくとも約７００μｍ、少な
くとも約７５０μｍ、少なくとも約８００μｍ、少なくとも約９００μｍ、または少なく
とも約１０００μｍ）である。
【００２０】
　入口チャネル（１０２）の幅は、前述の任意の最小寸法から任意の最大寸法までの範囲
であってもよい。例えば、入口チャネル（１０２）の幅は、約１０００μｍから約１μｍ
までの範囲（例えば、約７５０μｍから約５μｍ、約５００μｍから約１０μｍ、約２５
０μｍから約２０μｍ、または約１５０μｍから約２５μｍ）であってもよい。
【００２１】
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　いくつかの実施形態では、入口チャネル（１０２）の高さは、約５０μｍ以下（例えば
、約４５μｍ以下、約４０μｍ以下、約３５μｍ以下、約３０μｍ以下、約２５μｍ以下
、約２０μｍ以下、約１５μｍ以下、約１０μｍ以下、約９μｍ以下、約８μｍ以下、約
７．５μｍ以下、約７μｍ以下、約６μｍ以下、約５μｍ以下、約４μｍ以下、約３μｍ
以下、約２．５μｍ以下、または約２μｍ以下）である。いくつかの実施形態では、入口
チャネル（１０２）の高さは、少なくとも約１μｍ（例えば、少なくとも約２μｍ、少な
くとも約２．５μｍ、少なくとも約３μｍ、少なくとも約４μｍ、少なくとも約５μｍ、
少なくとも約６μｍ、少なくとも約７μｍ、少なくとも約７．５μｍ、少なくとも約８μ
ｍ、少なくとも約９μｍ、少なくとも約１０μｍ、少なくとも約１５μｍ、少なくとも約
２０μｍ、少なくとも約２５μｍ、少なくとも約３０μｍ、少なくとも約３５μｍ、少な
くとも約４０μｍ、または少なくとも約４５μｍ）である。
【００２２】
　入口チャネル（１０２）の高さは、前述の任意の最小寸法から任意の最大寸法までの範
囲であってもよい。例えば、入口チャネル（１０２）の高さは、約５０μｍから約１μｍ
までの範囲（例えば、約４５μｍから約１μｍ、約４０μｍから約１μｍ、約３５μｍか
ら約１μｍ、約３０μｍから約１μｍ、約２５μｍから約１μｍ、または約２０μｍから
約１μｍ）であってもよい。
【００２３】
　いくつかの実施形態では、希薄出口チャネル（１０４）の幅は、約５００μｍ以下（例
えば、約４５０μｍ以下、約４００μｍ以下、約３５０μｍ以下、約３００μｍ以下、約
２５０μｍ以下、約２００μｍ以下、約１５０μｍ以下、約１２５μｍ以下、約１００μ
ｍ以下、約７５μｍ以下、約５０μｍ以下、約２５μｍ以下、約２０μｍ以下、約１５μ
ｍ以下、約１０μｍ以下、約５μｍ以下、または約１μｍ以下）である。いくつかの実施
形態では、希薄出口チャネル（１０４）の幅は、少なくとも約０．５μｍ（例えば、少な
くとも約１μｍ、少なくとも約２．５μｍ、少なくとも約５μｍ、少なくとも約１０μｍ
、少なくとも約１５μｍ、少なくとも約２０μｍ、少なくとも約２５μｍ、少なくとも約
５０μｍ、少なくとも約７５μｍ、少なくとも約１００μｍ、少なくとも約１５０μｍ、
少なくとも約２００μｍ、少なくとも約２５０μｍ、少なくとも約３００μｍ、少なくと
も約４００μｍ、または少なくとも約４５０μｍ）である。
【００２４】
　希薄出口チャネル（１０４）の幅は、前述の任意の最小寸法から任意の最大寸法までの
範囲であってもよい。例えば、希薄出口チャネル（１０４）の幅は、約５００μｍから約
０．５μｍまでの範囲（例えば、約４００μｍから約１μｍ、約２５０μｍから約１μｍ
、約１５０μｍから約５μｍ、または約８０μｍから約１０μｍ）であってもよい。
【００２５】
　いくつかの実施形態では、希薄出口チャネル（１０４）の高さは、約５０μｍ以下（例
えば、約４５μｍ以下、約４０μｍ以下、約３５μｍ以下、約３０μｍ以下、約２５μｍ
以下、約２０μｍ以下、約１５μｍ以下、約１０μｍ以下、約９μｍ以下、約８μｍ以下
、約７．５μｍ以下、約７μｍ以下、約６μｍ以下、約５μｍ以下、約４μｍ以下、約３
μｍ以下、約２．５μｍ以下、または約２μｍ以下）である。いくつかの実施形態では、
希薄出口チャネル（１０４）の高さは、少なくとも約１μｍ（例えば、少なくとも約２μ
ｍ、少なくとも約２．５μｍ、少なくとも約３μｍ、少なくとも約４μｍ、少なくとも約
５μｍ、少なくとも約６μｍ、少なくとも約７μｍ、少なくとも約７．５μｍ、少なくと
も約８μｍ、少なくとも約９μｍ、少なくとも約１０μｍ、少なくとも約１５μｍ、少な
くとも約２０μｍ、少なくとも約２５μｍ、少なくとも約３０μｍ、少なくとも約３５μ
ｍ、少なくとも約４０μｍ、または少なくとも約４５μｍ）である。
【００２６】
　希薄出口チャネル（１０４）の高さは、前述の任意の最小寸法から任意の最大寸法まで
の範囲であってもよい。例えば、希薄出口チャネル（１０４）の高さは、約５０μｍから
約１μｍまでの範囲（例えば、約４５μｍから約１μｍ、約４０μｍから約１μｍ、約３
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５μｍから約１μｍ、約３０μｍから約１μｍ、約２５μｍから約１μｍ、または約２０
μｍから約１μｍ）であってもよい。
【００２７】
　いくつかの実施形態では、濃縮出口チャネル（１０６）の幅は、約５００μｍ以下（例
えば、約４５０μｍ以下、約４００μｍ以下、約３５０μｍ以下、約３００μｍ以下、約
２５０μｍ以下、約２００μｍ以下、約１５０μｍ以下、約１２５μｍ以下、約１００μ
ｍ以下、約７５μｍ以下、約５０μｍ以下、約２５μｍ以下、約２０μｍ以下、約１５μ
ｍ以下、約１０μｍ以下、約５μｍ以下、または約１μｍ以下）である。いくつかの実施
形態では、濃縮出口チャネル（１０６）の幅は、少なくとも約０．５μｍ（例えば、少な
くとも約１μｍ、少なくとも約２．５μｍ、少なくとも約５μｍ、少なくとも約１０μｍ
、少なくとも約１５μｍ、少なくとも約２０μｍ、少なくとも約２５μｍ、少なくとも約
５０μｍ、少なくとも約７５μｍ、少なくとも約１００μｍ、少なくとも約１５０μｍ、
少なくとも約２００μｍ、少なくとも約２５０μｍ、少なくとも約３００μｍ、少なくと
も約４００μｍ、または少なくとも約４５０μｍ）である。
【００２８】
　濃縮出口チャネル（１０６）の幅は、前述の任意の最小寸法から任意の最大寸法までの
範囲であってもよい。例えば、濃縮出口チャネル（１０６）の幅は、約５００μｍから約
０．５μｍまでの範囲（例えば、約４００μｍから約１μｍ、約２５０μｍから約１μｍ
、約１５０μｍから約５μｍ、または約８０μｍから約１０μｍ）であってもよい。
【００２９】
　いくつかの実施形態では、濃縮出口チャネル（１０６）の高さは、約５０μｍ以下（例
えば、約４５μｍ以下、約４０μｍ以下、約３５μｍ以下、約３０μｍ以下、約２５μｍ
以下、約２０μｍ以下、約１５μｍ以下、約１０μｍ以下、約９μｍ以下、約８μｍ以下
、約７．５μｍ以下、約７μｍ以下、約６μｍ以下、約５μｍ以下、約４μｍ以下、約３
μｍ以下、約２．５μｍ以下、または約２μｍ以下）である。いくつかの実施形態では、
濃縮出口チャネル（１０６）の高さは、少なくとも約１μｍ（例えば、少なくとも約２μ
ｍ、少なくとも約２．５μｍ、少なくとも約３μｍ、少なくとも約４μｍ、少なくとも約
５μｍ、少なくとも約６μｍ、少なくとも約７μｍ、少なくとも約７．５μｍ、少なくと
も約８μｍ、少なくとも約９μｍ、少なくとも約１０μｍ、少なくとも約１５μｍ、少な
くとも約２０μｍ、少なくとも約２５μｍ、少なくとも約３０μｍ、少なくとも約３５μ
ｍ、少なくとも約４０μｍ、または少なくとも約４５μｍ）である。
【００３０】
　濃縮出口チャネル（１０６）の高さは、前述の任意の最小寸法から任意の最大寸法まで
の範囲であってもよい。例えば、濃縮出口チャネル（１０６）の高さは、約５０μｍから
約１μｍまでの範囲（例えば、約４５μｍから約１μｍ、約４０μｍから約１μｍ、約３
５μｍから約１μｍ、約３０μｍから約１μｍ、約２５μｍから約１μｍ、または約２０
μｍから約１μｍ）であってもよい。
【００３１】
　淡水化ユニット（１００）におけるマイクロ流体チャネル（例えば、入口チャネル（１
０２）、希薄出口チャネル（１０４）及び濃縮出口チャネル（１０６））の長さは、変え
ることができる。淡水化ユニットにおけるマイクロ流体チャネルの長さは、装置の全体設
計及び他の運転上のいくつかの検討事項を考慮して個別に選択できる。いくつかの実施形
態では、入口チャネル（１０２）、希薄出口チャネル（１０４）及び濃縮出口チャネル（
１０６）の各々の長さは、少なくとも約０．１ｃｍ（例えば、少なくとも約０．２ｃｍ、
少なくとも約０．３ｃｍ、少なくとも約０．４ｃｍ、少なくとも約０．５ｃｍ、少なくと
も約０．６ｃｍ、少なくとも約０．７ｃｍ、少なくとも約０．８ｃｍ、少なくとも約０．
９ｃｍ、少なくとも約１ｃｍ、少なくとも約２ｃｍ、少なくとも約２．５ｃｍ、少なくと
も約３ｃｍ、少なくとも約４ｃｍ、少なくとも約５ｃｍ、またはそれよりも長い）である
。淡水化ユニットにおけるマイクロ流体チャネルは、形状が実質的に線形であってもよい
し、流体流路の長さに沿った一つ以上の非線形領域（例えば、湾曲領域、らせん領域、角
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のある領域、またはそれらの組み合わせ）を有してもよい。
【００３２】
　図１Ａを再び参照すると、希薄出口チャネル（１０４）及び濃縮出口チャネル（１０６
）は、交点（１０７）において入口チャネル（１０２）から分岐する。交点における希薄
出口チャネル（１０４）及び濃縮出口チャネル（１０６）の互いに対する向きは、変える
ことができる。装置において希薄出口チャネル（１０４）と濃縮出口チャネル（１０６）
との間に形成される角度は、いくつかのパラメータを考慮して選択できる。これらのパラ
メータには、淡水化ユニットにおけるマイクロ流体チャネルに対する電極のサイズ及び位
置、装置の所望の流量、装置を使用して処理される塩水の塩分、並びに所望の塩分低減程
度が含まれる。
【００３３】
　いくつかの場合では、交点（１０７）における希薄出口チャネル（１０４）と濃縮出口
チャネル（１０６）との間に形成される角度は、約９０度以下（例えば、約８５度以下、
約８０度以下、約７５度以下、約７０度以下、約６５度以下、約６０度以下、約５５度以
下、約５０度以下、約４５度以下、約４０度以下、約３５度以下、約３０度以下、約２５
度以下、約２０度以下、約１５度以下、またはそれ以下）である。
【００３４】
　電極（１０８）は、金属（例えば、金、プラチナまたはチタン）、金属合金、金属酸化
物または導電性カーボンなどの任意の適切な導体材料から製造できる。電極（１０８）は
、淡水化ユニット（１００）と電気化学的に接触するように構成される。これは、電極（
１０８）が、淡水化ユニットのマイクロ流体チャネル内に存在する溶液の一つ以上の成分
とのファラデー反応に関与できることを意味する。例えば、電極（１０８）は、電極の表
面が淡水化ユニットのマイクロ流体チャネル内に存在する流体と直接接触するように構成
できる。装置は、電極（１０８）が装置の運転中に陽極、陰極または陽極及び陰極のいず
れかとして機能できるように構成できる。
【００３５】
　淡水化ユニットに対する電極（１０８）の位置及び寸法は、いくつかの要因を考慮して
選択できる。これらの要因には、淡水化ユニットにおけるマイクロ流体チャネルのサイズ
及び構成、装置の所望の流量、装置を使用して処理される塩水の塩分、並びに所望の塩分
低減程度が含まれる。電極（１０８）は、電極（１０８）を装置内に組み込み、かつイオ
ンを、入口チャネル（１０２）を通して濃縮出口チャネル（１０６）に優先的に流すのに
適した電場勾配の形成に対応できる限り、さまざまな二次元または三次元形状を有するこ
とができる。ある特定の実施形態では、電極（１０８）は、入口チャネル（１０２）の底
と実質的に同一平面上にある導電面（例えば、線形、矩形パッドまたは正方形パッド）で
あり、交点（１０７）の近接において入口チャネルの底に組み込まれる。他の実施形態で
は、電極（１０８）は、交点（１０７）の近接において入口チャネルの底にまたはその内
部に製造された導電面（例えば、線形、矩形パッドまたは正方形パッド）であり、入口チ
ャネルの底から入口チャネル内に延伸する。これらの実施形態では、電極は、入口チャネ
ルの底から、入口チャネルの底から最大距離に位置付けられた、入口チャネル内の電極の
表面または縁部までの距離として測定された高さを有すると言うことができる。
【００３６】
　図１Ａを再び参照すると、電極（１０８）は、電極（１０８）に及びその下流にイオン
枯渇領域（１０９）を形成し、装置の運転中に希薄出口チャネル（１０４）内に延伸する
ように、交点（１０７）に近接して位置付けることができる。イオン枯渇領域（１０９）
は、濃縮出口チャネル（１０６）の一部分内に任意的に延伸することができる。いくつか
の実施形態では、電極（１０８）は、希薄出口チャネル（１０４）の開口の上流における
入口チャネル（１０２）の底内に位置付けられる。
【００３７】
　例示として、図１Ｂは、図１Ａに示す装置の交点（１０７）の拡大図を図示する。電極
（１０８）が、入口チャネル（１０２）の底内に位置付けられる。淡水化ユニットと電気
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化学的に接触する電極（１０８）の表面は、希薄出口チャネル（１０４）の開口のおおよ
そ±５０μｍ上流または下流（希薄出口チャネルの開口から電極の下流縁部までの距離と
して測定された、１３０）に位置付けられる。
【００３８】
　ある特定の実施形態では、淡水化ユニットと電気化学的に接触する電極（１０８）の表
面は、希薄出口チャネル（１０４）の開口の上流、かつ希薄出口チャネルの開口の約５０
０μｍ以内（例えば、約４００μｍ以内、約３００μｍ以内、約２５０μｍ以内、約２０
０μｍ以内、約１５０μｍ以内、約１００μｍ以内、約９０μｍ以内、約８０μｍ以内、
約７５μｍ以内、約７０μｍ以内、約６０μｍ以内、約５０マイクロ以内、約４０μｍ以
内、約３０μｍ以内、約２５μｍ以内、約２０μｍ以内、または約１０μｍ以内）に位置
付けられる。
【００３９】
　いくつかの実施形態では、淡水化ユニットと電気化学的に接触する電極（１０８）の表
面は、希薄出口チャネル（１０４）の開口の下流に、かつ希薄出口チャネルの開口の約１
００μｍ以内（例えば、約９０μｍ以内、約８０μｍ以内、約７５μｍ以内、約７０μｍ
以内、約６０μｍ以内、約５０μｍ以内、約４０μｍ以内、約３０μｍ以内、約２５μｍ
以内、約２０μｍ以内、約１０μｍ以内、または約５μｍ以内）に位置付けられる。淡水
化ユニットと電気化学的に接触する電極（１０８）の表面が希薄出口チャネル（１０４）
の開口の下流に位置付けられる場合には、電極の長さは、（以下に論じるように）淡水化
ユニットと電気化学的に接触する電極（１０８）の少なくとも一部が、希薄出口チャネル
（１０４）の開口を越えて入口チャネル内に延伸する（すなわち、電極の一部が希薄出口
チャネルの上流位置になければならない）のに十分な長さでなければならない。
【００４０】
　再び図１Ｂを参照すると、淡水化ユニットと電気化学的に接触する電極（１０８）の表
面は、幅（入口チャネルを流れる流体の方向と垂直の軸に沿う、電極の表面の一方の側面
から他方の側面までの距離として測定される、１３２）、及び長さ（入口チャネルを流れ
る流体の方向と平行の軸に沿う、電極の表面の一方の側面から他方の側面までの距離とし
て測定される、１３４）を有することができる。例示として、図１Ｂの実施例の装置では
、淡水化ユニットと電気化学的に接触する電極（１０８）の表面の幅（１３２）は、希薄
出口チャネル（１０４）の幅（５０μｍ）とほぼ等しく、長さ（１３４）は約１００μｍ
である。
【００４１】
　いくつかの実施形態では、淡水化ユニットと電気化学的に接触する電極（１０８）の表
面の幅（１３２）は、希薄出口チャネル（１０４）の幅の少なくとも約５０％（例えば、
希薄出口チャネルの幅の少なくとも約６０％、希薄出口チャネルの幅の少なくとも約７０
％、希薄出口チャネルの幅の少なくとも約７５％、希薄出口チャネルの幅の少なくとも約
８０％、希薄出口チャネルの幅の少なくとも約９０％、希薄出口チャネルの幅の少なくと
も約９０％、少なくとも希薄出口チャネルの幅、希薄出口チャネルの幅の少なくとも約１
０５％、または希薄出口チャネルの幅の少なくとも約１１０％）である。いくつかの実施
形態では、淡水化ユニットと電気化学的に接触する電極（１０８）の表面の幅（１３２）
は、希薄出口チャネル（１０４）の幅の約１５０％未満（例えば、希薄出口チャネルの幅
の約１４０％未満、希薄出口チャネルの幅の約１３０％未満、希薄出口チャネルの幅の約
１２５％未満、希薄出口チャネルの幅の約１２０％未満、希薄出口チャネルの幅の約１１
０％未満、希薄出口チャネルの幅の約１０５％未満、または希薄出口チャネルの幅未満）
である。
【００４２】
　淡水化ユニットと電気化学的に接触する電極（１０８）の表面の幅（１３２）は、前述
の任意の最小寸法から任意の最大寸法までの範囲であってもよい。例えば、淡水化ユニッ
トと電気化学的に接触する電極（１０８）の表面の幅（１３２）は、希薄出口チャネル（
１０４）の幅の約５０％から希薄出口チャネルの幅の約１５０％までの範囲（例えば、希
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薄出口チャネルの幅の約７５％から希薄出口チャネルの幅の約１２５％、希薄出口チャネ
ルの幅の約９０％から希薄出口チャネルの幅の約１１０％、または希薄出口チャネルの幅
の約９５％から希薄出口チャネルの幅の約１０５％）であってもよい。ある特定の実施形
態では、淡水化ユニットと電気化学的に接触する電極（１０８）の表面の幅（１３２）は
、希薄出口チャネル（１０４）の幅とほぼ等しい。
【００４３】
　いくつかの実施形態では、淡水化ユニットと電気化学的に接触する電極（１０８）の表
面の幅（１３２）は、入口チャネル（１０２）の幅の少なくとも約２５％（例えば、入口
チャネルの幅の少なくとも約３０％、入口チャネルの幅の少なくとも約４０％、入口チャ
ネルの幅の少なくとも約４５％、入口チャネルの幅の少なくとも約５０％、入口チャネル
の幅の少なくとも約５５％、または入口チャネルの幅の少なくとも約６０％）である。い
くつかの実施形態では、淡水化ユニットと電気化学的に接触する電極（１０８）の表面の
幅（１３２）は、入口チャネル（１０２）の幅の約７５％未満（例えば、入口チャネルの
幅の約６０％未満、入口チャネルの幅の約５５％未満、入口チャネルの幅の約５０％未満
、入口チャネルの幅の約４５％未満、または入口チャネルの幅の約４０％未満）である。
【００４４】
　淡水化ユニットと電気化学的に接触する電極（１０８）の表面の幅（１３２）は、前述
の任意の最小寸法から任意の最大寸法までの範囲であってもよい。例えば、淡水化ユニッ
トと電気化学的に接触する電極（１０８）の表面の幅（１３２）は、入口チャネル（１０
２）の幅の約２５％から入口チャネルの幅の約７５％の範囲（例えば、希薄出口チャネル
の幅の約３０％から希薄出口チャネルの幅の約７０％、希薄出口チャネルの幅の約４０％
から希薄出口チャネルの幅の約６０％、または希薄出口チャネルの幅の約４５％から希薄
出口チャネルの幅の約５５％）であってもよい。ある特定の実施形態では、淡水化ユニッ
トと電気化学的に接触する電極（１０８）の表面の幅（１３２）は、入口チャネル（１０
２）の幅の約５０％である。
【００４５】
　いくつかの実施形態では、淡水化ユニットと電気化学的に接触する電極（１０８）の表
面の幅（１３２）は、約６００μｍ以下（例えば、約５００μｍ以下、約４５０μｍ以下
、約４００μｍ以下、約３５０μｍ以下、約３００μｍ以下、約２５０μｍ以下、約２０
０μｍ以下、約１５０μｍ以下、約１２５μｍ以下、約１００μｍ以下、約７５μｍ以下
、約５０μｍ以下、約２５μｍ以下、約２０μｍ以下、約１５μｍ以下、約１０μｍ以下
、約５μｍ以下、または約１μｍ以下）である。いくつかの実施形態では、淡水化ユニッ
トと電気化学的に接触する電極（１０８）の表面の幅（１３２）は、少なくとも約０．５
μｍ（例えば、少なくとも約１μｍ、少なくとも約２．５μｍ、少なくとも約５μｍ、少
なくとも約１０μｍ、少なくとも約１５μｍ、少なくとも約２０μｍ、少なくとも約２５
μｍ、少なくとも約５０μｍ、少なくとも約７５μｍ、少なくとも約１００μｍ、少なく
とも約１５０μｍ、少なくとも約２００μｍ、少なくとも約２５０μｍ、少なくとも約３
００μｍ、少なくとも約４００μｍ、少なくとも約４５０μｍ、または少なくとも約５０
０μｍ）である。
【００４６】
　淡水化ユニットと電気化学的に接触する電極（１０８）の表面の幅（１３２）は、前述
の任意の最小寸法から任意の最大寸法までの範囲であってもよい。例えば、淡水化ユニッ
トと電気化学的に接触する電極（１０８）の表面の幅（１３２）は、約６００μｍから約
０．５μｍの範囲（例えば、約４００μｍから約１μｍ、約２５０μｍから約１μｍ、約
１５０μｍから約５μｍ、または約８０μｍから約１０μｍ）であってもよい。
【００４７】
　淡水化ユニットと電気化学的に接触する電極（１０８）の表面の長さ（１３４）は、変
えることができる。いくつかの実施形態では、電極（１０８）の表面の長さ（１３４）は
、少なくとも約１０μｍ（例えば、少なくとも約１５μｍ、少なくとも約２０μｍ、少な
くとも約２５μｍ、少なくとも約５０μｍ、少なくとも約７５μｍ、少なくとも約１００
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μｍ、少なくとも約１５０μｍ、少なくとも約２００μｍ、少なくとも約２５０μｍ、少
なくとも約３００μｍ、少なくとも約４００μｍ、少なくとも約４５０μｍ、または少な
くとも約４５０μｍ）である。いくつかの実施形態では、電極（１０８）の表面の長さ（
１３４）は、約５００μｍ未満（例えば、約４００μｍ未満、約３００μｍ未満、約２５
０μｍ未満、約２００μｍ未満、または約１００μｍ未満）である。
【００４８】
　淡水化ユニットと電気化学的に接触する電極（１０８）の表面の長さ（１３４）は、前
述の任意の最小寸法から任意の最大寸法までの範囲であってもよい。例えば、電極（１０
８）の表面の長さ（１３４）は、約１０μｍから約５００μｍの範囲（例えば、約２５μ
ｍから約２５０μｍ、または約５０μｍから約１５０μｍ）であってもよい。
【００４９】
　淡水化ユニットと電気化学的に接触する電極（１０８）の高さも、変えることができる
。電極（１０８）の高さは、淡水化ユニットにおけるマイクロ流体チャネルの高さを含む
いくつかの要因を考慮して選択できる。いくつかの場合では、電極（１０８）の高さは、
おおよそゼロ（すなわち、電極は入口チャネルの底と実質的に同一平面上にある）。いく
つかの実施形態では、電極（１０８）の高さは、約１μｍ未満（例えば、約９００ｎｍ未
満、約８００ｎｍ未満、約７５０ｎｍ未満、約７００ｎｍ未満、約６００ｎｍ未満、約５
００ｎｍ未満、約４００ｎｍ未満、約３００ｎｍ未満、約２５０ｎｍ未満、約２００ｎｍ
未満、または約１００ｎｍ未満）である。
【００５０】
　図１Ｃに示すように、電源（１４０）を、淡水化ユニットにわたって電位バイアスを印
加するように構成できる。塩水（１２０）の流れは、入口チャネル（１０２）から開始し
、希薄出口チャネル（１０４）及び濃縮出口チャネル（１０６）に流れることができる。
電位バイアスを印加すると、イオン枯渇領域（１０９）及びそれに続いて電場勾配が、交
点（１０７）の近接における電極（１０８）付近に形成される。結果として、塩水中のイ
オンが、濃縮出口チャネル（１０６）内に優先的に導かれ、その結果、ブライン（１２２
）が濃縮出口チャネルの中を流れる。脱塩水（すなわち、入口チャネル内に導き入れられ
る塩水であって、より少ない塩を含有する水、１２４）は、希薄出口チャネル（１０４）
内を流れる。
【００５１】
　いくつかの実施形態では、マイクロ流体装置は、淡水化ユニットと流体的に分離された
補助チャネルをさらに含むことができる。淡水化ユニット（１００）及び補助チャネル（
２０２）を備えた実施例の装置を、図２に概略図に図示する。淡水化ユニットは、希薄出
口チャネル（１０４）及び濃縮出口チャネル（１０６）と流体的に接続された入口チャネ
ル（１０２）を含む。希薄出口チャネル（１０４）及び濃縮出口チャネル（１０６）は、
交点（１０７）において入口チャネル（１０２）から分岐する。装置は、淡水化ユニット
（１００）と流体的に分離された補助チャネル（２０２）も含む。
【００５２】
　補助チャネル（２０２）は、例えば、単一のマイクロ流体チャネルを備えることができ
る。これらの実施形態では、補助チャネルの寸法（例えば、高さ、幅及び長さ）は、変え
ることができる。補助チャネル（２０２）の寸法は、装置の全体設計及び他の運転上のい
くつかの検討事項を考慮して選択できる。補助チャネル（２０２）は、形状が実質的に線
形であってもよいし、流体流路の長さに沿った一つ以上の非線形領域（例えば、湾曲領域
、らせん領域、角のある領域、またはそれらの組み合わせ）を有してもよい。補助チャネ
ル（２０２）は、一つ以上の分岐点を任意的に有することができる。補助チャネル（２０
２）は、補助チャネルに接続して装置の運転を促進するための追加の要素、例えば、電極
、流体入口、流体出口、流体容器、弁、ポンプ、及びそれらの組み合わせをさらに含むこ
とができる。
【００５３】
　補助チャネル（２０２）は、双極電極を介して淡水化ユニット（１００）と電気化学的
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に接続することができる。これらの実施形態では、双極電極は、淡水化ユニット（１００
）及び補助チャネル（２０２）の両方と電気化学的に接触するように構成される。これは
、双極電極の第一の表面が、淡水化ユニットのマイクロ流体チャネル内に存在する溶液の
一つ以上の成分とのファラデー反応に関与でき、かつ双極電極の第二の表面が、補助チャ
ネル内に存在する溶液の一つ以上の成分とのファラデー反応に関与できることを意味する
。装置は、双極電極が、装置の運転中に、淡水化ユニットと電気化学的に接触する陽極、
及び補助チャネルと電気化学的に接触する陰極を含むように構成できる。あるいは、装置
は、双極電極が、装置の運転中に、淡水化ユニットと電気化学的に接触する陰極、及び補
助チャネルと電気化学的に接触する陽極を含むように構成できる。
【００５４】
　例示として、図２に図示する実施例の装置を再び参照すると、双極電極（２０４）は、
補助チャネル（２０２）と淡水化ユニット（１００）を電気化学的に接続する。双極電極
の第一の表面（２０６）は、淡水化ユニット（１００）と電気化学的に接触し、交点（１
０７）に近接して位置付けられる。双極電極の第一の表面（２０６）は、装置の運転中に
、双極電極の表面に及びその下流にイオン枯渇領域（１０９）を形成するように構成され
、その結果、交点付近に電場勾配が形成される。双極電極の第二の表面（２０８）は、補
助チャネル（２０２）と電気化学的に接触する。
【００５５】
　双極電極の第一の表面（２０６）は、第一の淡水化ユニットに関する前述の電極（１０
８）の表面と、淡水化ユニット内の同じ位置を占有し、同じ寸法を有することができる。
【００５６】
　図２を再び参照すると、実施例の装置は、入口チャネル（１０２）の上流末端と流体的
に接続された流体容器（１１０）、希薄出口チャネル（１０４）の下流末端と流体的に接
続された流体容器（１１４）、濃縮出口チャネル（１０６）の下流末端と流体的に接続さ
れた流体容器（１１２）、並びに補助チャネル（２０２）の末端と流体的に接続された流
体容器（２１０及び２１２）をさらに含む。
【００５７】
　電源は、補助チャネル（２０２）及び淡水化ユニット（１００）にわたって電位バイア
スを印加するように構成できる。塩水（１２０）の流れは、入口チャネル（１０２）から
開始し、希薄出口チャネル（１０４）及び濃縮出口チャネル（１０６）に流れることがで
きる。電位バイアスを印加すると、イオン枯渇領域（１０９）及びそれに続いて電場勾配
が、交点（１０７）の近接における双極電極の第一の表面（２０６）付近に形成される。
結果として、塩水中のイオンは濃縮出口チャネル（１０６）内に優先的に導かれ、その結
果、ブライン（１２２）が濃縮出口チャネルの中を流れる。脱塩水（１２４）は、希薄出
口チャネル（１０４）内を流れる。
【００５８】
　いくつかの実施形態では、補助チャネルは、淡水化ユニットを備えることができる。こ
れらの実施形態では、マイクロ流体装置は、同一の構造であっても異なる構造であっても
よい二つの淡水化ユニットを備えることができる。二つの淡水化ユニットを備える実施例
の装置を、図３に図示する。装置は、双極電極（３１０）によって第二の淡水化ユニット
（３０２）と電気化学的に接続された第一の淡水化ユニット（１００）を含む。第一の淡
水化ユニット（１００）は、第二の淡水化ユニット（３０２）と流体的に分離される。
【００５９】
　第一の淡水化ユニット（１００）は、希薄出口チャネル（１０４）及び濃縮出口チャネ
ル（１０６）と流体的に接続された入口チャネル（１０２）を含む。希薄出口チャネル（
１０４）及び濃縮出口チャネル（１０６）は、交点（１０７）において入口チャネル（１
０２）から分岐する。第二の淡水化ユニット（３０２）は、希薄出口チャネル（３０６）
及び濃縮出口チャネル（３０８）と流体的に接続された入口チャネル（３０４）を含む。
希薄出口チャネル（３０６）及び濃縮出口チャネル（３０８）は、交点（３０７）におい
て入口チャネル（３０４）から分岐する。
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【００６０】
　双極電極（３１０）は、第一の淡水化ユニット（１００）と第二の淡水化ユニット（３
０２）を電気化学的に接続する。双極電極の第一の表面（３１２）は、第一の淡水化ユニ
ット（１００）と電気化学的に接触し、交点（１０７）に近接して位置付けられる。双極
電極の第一の表面（３１２）は、装置の運転中に、双極電極の表面の下流にイオン枯渇領
域（１０９）を形成するように構成され、その結果、第一の淡水化ユニットとの交点付近
に電場勾配が形成される。双極電極の第二の表面（３１４）は、第二の淡水化ユニット（
３０２）と電気化学的に接触し、第二の淡水化ユニットの交点（３０７）に近接して位置
付けられる。双極電極の第二の表面（３１４）は、装置の運転中に、双極電極の表面の下
流にイオン枯渇領域（３０９）を形成するように構成され、その結果、第二の淡水化ユニ
ットとの交点付近に電場勾配が形成される。実施例の装置は、第一及び第二の淡水化ユニ
ットの入口チャネルの上流末端と流体的に接続された流体容器（１１０及び３２０）、第
一及び第二の淡水化ユニットの希薄出口チャネルの下流末端と流体的に接続された流体容
器（１１４及び３２２）、並びに第一及び第二の淡水化ユニットの濃縮出口チャネルの下
流末端と流体的に接続された流体容器（１１２及び３２４）をさらに含む。
【００６１】
　第二の淡水化ユニット（３０２）、並びに第二の淡水化ユニットを構成するすべての要
素（例えば、入口チャネル（３０４）、希薄出口チャネル（３０６）及び濃縮出口チャネ
ル（３０８））は、第一の淡水化ユニットに関する前述の部材と同じ寸法を有し、相対的
に配置することができる。双極電極の第一の表面（３１２）及び双極電極の第二の表面（
３１４）は、第一の淡水化ユニットに関する前述の電極（１０８）の表面と、それぞれの
淡水化ユニット内に同じ位置を占有し、同じ寸法を有することができる。
【００６２】
　電源を、第一の淡水化ユニット（１００）及び第二の淡水化ユニット（３０２）にわた
って電位バイアスを印加するように構成できる。塩水（１２０及び３３０）の流れは、第
一及び第二の淡水化ユニットの入口チャネルから開始し、第一及び第二の淡水化ユニット
の希薄出口チャネル及び濃縮出口チャネルに流れることができる。電位バイアスを印加す
ると、イオン枯渇領域（１０９及び３０９）及びそれに続いて電場勾配が、第一の淡水化
ユニットの交点（１０７）の近接における双極電極の第一の表面（３１２）付近、及び第
二の淡水化ユニットの交点（３０７）の近接における双極電極の第二の表面（３１４）付
近に形成される。結果として、塩水中のイオンが、第一及び第二の淡水化ユニットの濃縮
出口チャネル（１０６及び３０８）内に優先的に導かれ、その結果、ブライン（１２２及
び３３４）が第一及び第二の淡水化ユニットの濃縮出口チャネルの中を流れる。脱塩水（
１２４及び３３２）は、第一及び第二の淡水化ユニットの希薄出口チャネル（１０４及び
３０６）内を流れる。
【００６３】
　本明細書に記述するマイクロ流体装置は、装置の機能を促進するための一つ以上の追加
の構成要素（例えば、圧力計、弁、圧力入口、ポンプ、流体容器、センサ、電極、電源、
及びそれらの組み合わせ）をさらに含むことができる。いくつかの実施形態では、装置は
、装置の入口チャネルへの流入量を調節するように構成されたポンプ、弁、流体容器、ま
たはそれらの組み合わせを含む。
【００６４】
　装置は、装置のマイクロ流体チャネルの一つ以上の中を流れる流体の塩分を測定するよ
うに構成された塩分濃度計を含むことができる。例えば、いくつかの場合では、装置は、
希薄出口チャネルの中を流れる流体の塩分を測定するように構成された塩分濃度計を含む
ことができる。塩分濃度計は、任意の適切な手段によって流体の塩分を測定できる。例え
ば、塩分濃度計は、流体の電気伝導性、比重、屈折率、またはそれらの組み合わせを測定
できる。
【００６５】
　特定の実施形態では、装置は、希薄出口チャネルの中を流れる流体の塩分を測定するよ
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うに構成された塩分濃度計、及び装置の入口チャネルへの流入量を調節するように構成さ
れたポンプ、弁、流体容器、またはそれらの組み合わせを含む。装置は、入口チャネルに
接続されており、希薄出口チャネルの中を流れる流体の塩分に応じて装置の入口チャネル
内への流体の流れを調整するポンプ及び／または弁を動作するように構成された信号処理
回路またはプロセッサをさらに含むことができる。
【００６６】
　システム
　本明細書に記述する複数個のマイクロ流体装置を組み合わせて浄水システムを形成でき
る。
【００６７】
　浄水システムは、本明細書に記述する任意の数の装置を備えることができる。浄水シス
テム内に組み込まれる装置の数は、いくつかの要因を考慮して選択できる。これらの要因
には、システムの全体設計、システムの所望のスループット、システムを使用して処理さ
れる塩水の塩分、及び所望の塩分低減程度が含まれる。
【００６８】
　いくつかの場合では、システム内の装置の二つ以上の入口チャネルが、システム内の複
数の装置の入口チャネル内への塩水の流れを促進するように共通の水入口と流体的に接続
される。同様に、システム内の装置の二つ以上の希薄出口チャネルが、システム内の複数
の装置の希薄出口チャネルからの脱塩水の収集を促進するように共通の水出口と流体的に
接続できる。
【００６９】
　システムは、並列に配置された本明細書に記述する複数個の装置を備えることができる
。本明細書に記述するシステムの文脈において、二つの装置は、第一のシステム内の装置
の希薄出口チャネルまたは濃縮出口チャネルのいずれかから流れた流体が、その後、第二
のシステム内の装置の入口チャネル内を流れない場合に、システム内において並列に配置
されたものとして記述され得る。
【００７０】
　実施例として、図４は、並列に配置された第一の淡水化ユニット（４０２）及び第二の
淡水化ユニット（４０４）を含む浄水システム（４００）の概略図である。実施例の装置
は、第一及び第二の淡水化ユニットの両方と流体的に分離された補助チャネル（４０６）
をさらに含む。第一の双極電極（４０８）が、補助チャネル（４０６）と第一の淡水化ユ
ニット（４０２）とを電気化学的に接続する。第二の双極電極（４１０）が、補助チャネ
ル（４０６）と第二の淡水化ユニット（４０４）とを電気化学的に接続する。実施例のシ
ステムは、補助チャネルと第一及び第二の淡水化ユニットとの間に電位バイアスを印加す
ることによって動作できる。
【００７１】
　図５は、並列に配置された二つの装置を含む第二の実施例の浄水システム（５００）を
図示する。システム（５００）は、第一の双極電極（５０６）によって第一の補助チャネ
ル（５０４）と電気化学的に接続された第一の淡水化ユニット（５０２）を含む第一の装
置を備える。システム（５００）は、第一の装置に対して並列に配置された第二の装置を
さらに備える。第二の装置は、第二の双極電極（５１２）によって第二の補助チャネル（
５１０）と電気化学的に接続された第二の淡水化ユニット（５０８）を含む。図５に図示
するように、電源が、第一の補助チャネル（５０４）及び淡水化ユニット（５０２）と、
第二の補助チャネル（５１０）及び淡水化ユニット（５０８）との両方にわたる電位バイ
アスを印加するように構成できる。
【００７２】
　システムは、流体的に直列に接続された本明細書に記述する複数個の装置を備えること
ができる。本明細書に記述するシステムの文脈において、二つの装置は、第一のシステム
内の装置の希薄出口チャネルまたは濃縮出口チャネルのいずれかから流れた流体が、その
後、第二のシステム内の装置の入口チャネル内を流れる場合に、システム内において流体
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的に直列に接続されたものとして記述され得る。
【００７３】
　実施例として、図６は、流体的に直列に接続された二つの装置を含む浄水システム（６
００）の概略図である。システム（６００）は、第一の淡水化ユニットの希薄出口チャネ
ルが第二の淡水化ユニットの入口チャネルと流体的に接続するように、流体的に直列に接
続された第一の淡水化ユニット（６０２）及び第二の淡水化ユニット（６０４）を含む。
実施例の装置は、第一及び第二の淡水化ユニットの両方と流体的に分離された補助チャネ
ル（６０６）をさらに含む。第一の双極電極（６０８）が、補助チャネル（６０６）と第
一の淡水化ユニット（６０２）とを電気化学的に接続する。第二の双極電極（６１０）が
、補助チャネル（６０６）と第二の淡水化ユニット（６０４）とを電気化学的に接続する
。実施例のシステムは、補助チャネルと第一及び第二の淡水化ユニットとの間に電位バイ
アスを印加することによって動作できる。
【００７４】
　所望に応じて、システムは、並列に配置及び流体的に直列に接続されたものの両方の複
数個の装置を含有できる。例えば、装置は、流体的に直列に接続された第二の一対の装置
と並列に配置された、流体的に直列に接続された第一の一対の装置を含むことができる。
【００７５】
　製造方法
　本明細書に記述するマイクロ流体装置及びシステムは、非導電性であり、装置またはシ
ステムのマイクロ流体チャネルを流れる水溶液に適した任意の基板材料から製造できる。
例えば、装置またはシステムは、全体または一部において、ガラス、シリコンまたはそれ
らの組み合わせから製造できる。装置またはシステムは、また、全体または一部において
、ポリマー及び／またはプラスチックからも製造できる。例えば、ポリエステル（例えば
、ポリエチレンテレフタレート；ＰＥＴ）ポリウレタン、ポリカーボネート、ハロゲン化
ポリマー（例えば、ポリ塩化ビニル及び／もしくはフッ素化ポリマー、例えば、ポリテト
ラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ））、ポリアクリル酸塩及び／もしくはポリメタクリル酸
（例えば、ポリメチルメタクリレート；ＰＭＭＡ）、シリコーン（例えば、ポリジメチル
シロキサン；ＰＤＭＳ）、熱硬化性樹脂（例えば、ベークライト）、もしくは共重合体、
混合物並びに／またはそれらの組み合わせから製造できる。装置またはシステムは、また
、全体または一部において、セラミック（例えば、窒化ケイ素、炭化ケイ素、チタニア、
アルミナ、シリカなど）からも製造できる。
【００７６】
　特定の実施形態では、装置またはシステムは、全体または一部において、光硬化性エポ
キシ樹脂から製造される。特定の実施形態では、装置またはシステムは、全体または一部
において、ＰＤＭＳから製造される。
【００７７】
　本明細書に記述するマイクロ流体装置及びシステムは、当技術分野において公知のさま
ざまな微細加工技術を使用して製造できる。マイクロ流体装置の微細加工に適切な方法は
、例えば、ポリマー基板のリソグラフィ、エッチング、エンボス加工、ロールツーロール
製造、ラミネート加工、印刷、及び成形を含む。微細加工プロセスは、下記するプロセス
（または、同様のプロセス）の一つ以上を伴うことができる。装置またはシステムの種々
の部分を種々の方法を使用して製造し、その後、共に組み立ててまたは結合して最終的な
マイクロ流体装置またはシステムを形成できる。適切な製造方法は、いくつかの要因を考
慮して選択できる。これらの要因には、装置またはシステムの形成に使用される基板（複
数可）の性質、性能要件、及び装置またはシステムを作るマイクロ流体特徴の寸法が含ま
れる。
【００７８】
　リソグラフィは、基板材料を選択的に変化させるための光または電子ビームなどの他の
エネルギー形態の使用を伴う。典型的には、ポリマー材料または前駆体（例えば、フォト
レジスト、耐光性材料）を基板にコーティングし、これを光または他のエネルギー形態に
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選択的にさらす。フォトレジストに応じて、フォトレジストの露出領域が、残存するまた
は「現像」として一般に公知のその後の処理ステップにおいて溶解する。このプロセスに
よって、基板上にフォトレジストのパターンが生じる。いくつかの実施形態では、フォト
レジストは、成形プロセスにおけるマスタとして使用される。いくつかの実施形態では、
ポリマー前駆体が、フォトレジストを伴う基板上に注がれ、重合され（すなわち、硬化さ
れ）、そして剥がされる。結果生じたポリマーは、入口及び出口用の穴をドリルされた後
、別の平坦基板に結合または接着される。
【００７９】
　いくつかの実施形態では、フォトレジストは、エッチングプロセスのためのマスクとし
て使用される。例えば、シリコン基板上にフォトレジストをパターニングした後、深部反
応性イオンエッチング（ＤＲＩＥ）プロセスまたは当技術分野において公知の他の化学エ
ッチングプロセス（例えば、プラズマエッチング、ＫＯＨエッチング、ＨＦエッチングな
ど）を使用して、チャネルを基板にエッチングできる。次に、フォトレジストを除去し、
当技術分野において公知の任意の結合手順の一つ（例えば、陽極接合、接着結合、直接ボ
ンディング、共晶接合など）を使用して、基板を別の基板に結合できる。複数のリソグラ
フィ及びエッチングステップ、並びにドリルでの穴開けなどの機械加工ステップを含ませ
ることができる。フォトレジストの熱分解を用いて炭素電極を適当な位置に製造してもよ
い。
【００８０】
　いくつかの実施形態では、ＰＭＭＡなどのポリマー基板を、エンボス加工プロセスのた
めに、加熱して、種型に対してプレスできる。種型は、リソグラフィ及び機械加工を含む
さまざまなプロセスによって形成できる。その後、ポリマー基板を別の基板と結合してマ
イクロ流体装置またはシステムを形成できる。必要に応じて、機械加工プロセスを含ませ
ることができる。
【００８１】
　装置及びシステムは、射出成形法を使用しても製造できる。射出成形法では、溶融高分
子または金属もしくは合金を、適切な鋳型内に注入し、冷却及び凝固できる。鋳型は、通
常、成形品を取り外しできるように二つの部分からなる。それ故に、製造された部分を結
合して装置またはシステムを得ることができる。
【００８２】
　いくつかの実施形態では、装置またはシステムの形成に、犠牲エッチングを使用できる
。リソグラフィ技術を使用して、基板上に材料をパターニングできる。次に、この材料を
、異なる化学的性質を持つ別の材料によって覆ってもよい。この材料は、リソグラフィ及
びエッチングプロセス、または別の適切な機械加工プロセスを受けることができる。次に
、第一の材料を選択的に除去する化学薬品に基板をさらすことができる。このようにして
、エッチングプロセスの前に第一の材料が存在していたところに空洞を残して、第二の材
料にチャネルを形成できる。
【００８３】
　いくつかの実施形態では、マイクロチャネルは、レーザ加工またはＣＮＣ加工によって
基板に直接に機械加工することができる。所望に応じて、いくつかの層を機械加工し、そ
の後、共に結合させて最終的な装置またはシステムを得ることができる。
【００８４】
　電極並びに他の電気装置コンポーネントを、当技術分野において公知の多数の適切な方
法を使用して基板材料上に及び／またはその内部に適切な導体材料をパターニングするこ
とによって、装置及びシステム内に製造できる。
【００８５】
　一つ以上の実施形態では、導体材料は、一つ以上の金属を含む。適切な金属の非限定的
な例は、Ｓｎ、Ｚｎ、Ａｕ、Ａｇ、Ｎｉ、Ｐｔ、Ｐｄ、Ａｌ、Ｉｎ、Ｃｕ、またはそれら
の組み合わせを含む。他の適切な導体材料は、金属酸化物及び導電性非金属（例えば、グ
ラファイトなどの炭素誘導体）を含む。導体材料は、真空蒸着プロセス（例えば、陰極ア
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ーク蒸着、電子ビーム物理蒸着、蒸発蒸着、パルスレーザ蒸着、またはスパッタ堆積）を
使用して蒸着させることができる。導体材料は、スクリーン印刷、インクジェット印刷で
あってもよい導電性インクの形態でも提供できるし、さもなければ、電気装置構成要素を
形成するように基板材料の表面に蒸着してもよい。導電性インクは、通常、樹脂または接
着剤と、Ｓｎ、Ｚｎ、Ａｕ、Ａｇ、Ｎｉ、Ｐｔ、Ｐｄ、Ａｌ、Ｉｎ、Ｃｕ、グラファイト
粉末、カーボンブラックなどの一つ以上の粉末導体材料、または他の導電性金属もしくは
金属合金とを混合することによって形成される。実施例は、炭素系インク、銀インク及び
アルミニウムインクを含む。
【００８６】
　本明細書に記述する装置またはシステムにおいて、電極などの電気装置構成要素を形成
するときに、好ましくは、一つ以上の導体材料が、薄膜として蒸着または塗布される。あ
る特定の実施形態では、導電層は、薄い金属または炭素膜であり、その厚さは、約５０μ
ｍ未満（例えば、約４０μｍ未満、約３０μｍ未満、約２５μｍ未満、約２０μｍ未満、
約１５μｍ未満、約１０μｍ未満、約５μｍ未満、約１μｍ未満、約９００ｎｍ未満、約
８００ｎｍ未満、約７５０ｎｍ未満、約７００ｎｍ未満、約６００ｎｍ未満、約５００ｎ
ｍ未満、約４００ｎｍ未満、約３００ｎｍ未満、または約２５０ｎｍ）である。
【００８７】
　使用方法
　本明細書に記述するマイクロ流体装置及びシステムを使用して、水の塩分を低減できる
。水の塩分の低減は、本明細書に記述する装置またはシステムの淡水化ユニットの中に塩
水を流し、淡水化ユニットの交点に近接して位置付けられた電極においてファラデー反応
を起こすことによって行うことができる。ファラデー反応によって、塩水中のイオンを淡
水化ユニットの希薄出口チャネルから離し、淡水化ユニットの濃縮出口チャネルの方に導
く電場勾配が生成される。その結果、希薄出口チャネルに流入する水の塩分が、入口チャ
ネルに流入する塩水の塩分よりも低くなる。
【００８８】
　いくつかの実施形態では、水の塩分を低減させる方法は、本明細書に記述する装置の入
口チャネルまたは本明細書に記述するシステムの水入口に塩水を流すことと、電位バイア
スを印加することによって、装置の淡水化ユニットまたはシステムの淡水化ユニット内の
塩水中のイオンの流れに影響を与える電場勾配を生成することと、装置の希薄出口チャネ
ルまたはシステムの水出口から水を収集することと、を含む。これらの方法では、装置の
希薄出口チャネルまたはシステムの水出口から収集された水は、装置の入口チャネルまた
はシステムの水入口を流れる塩水よりも低い電気伝導性を有することができる。
【００８９】
　いくつかの実施形態では、電場勾配を生成するために印加される電位バイアスは、約１
Ｖよりも大きい（例えば、約２Ｖよりも大きい、約２．５Ｖよりも大きい、約３Ｖよりも
大きい、約４Ｖよりも大きい、約５Ｖよりも大きい、約６Ｖよりも大きい、約７Ｖよりも
大きい、約８Ｖよりも大きい、または約９Ｖよりも大きい）。いくつかの実施形態では、
電場勾配を生成するために印加される電位バイアスは、約１０Ｖ未満（例えば、約９Ｖ未
満、約９Ｖ未満、約８Ｖ未満、約７Ｖ未満、約６Ｖ未満、約５Ｖ未満、約４Ｖ未満、約３
Ｖ未満、約２．５Ｖ未満、または約２Ｖ未満）である。
【００９０】
　電場勾配を生成するために印加される電位バイアスは、前述の任意の最小電圧から任意
の最大電圧までの範囲であってもよい。いくつかの実施形態では、電場勾配を生成するた
めに印加される電位バイアスは、約１Ｖから約１０Ｖの範囲（例えば、約１Ｖから約７Ｖ
、約２Ｖから約７Ｖ、または約２．５から約５Ｖ）である。
【００９１】
　いくつかの実施形態では、装置の淡水化ユニットを流れる塩水の流量、またはシステム
の各淡水化ユニットを流れる塩水の流量は、毎分約０．０１から約１μｌの範囲（例えば
、毎分約０．０５から約０．５μｌ、または毎分約０．１から約０．５μｌ）である。適
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切な流量は、さまざまな要因を考慮して選択できる。これらの要因には、装置またはシス
テムの構造、装置またはシステムを使用して処理される塩水の塩分、及び所望の塩分低減
程度が含まれる。
【００９２】
　本明細書に記述する装置、システム及び方法を使用して、任意の測定可能な濃度の溶解
塩化ナトリウムを有する塩水の塩分を低減させることができる。塩水は、海水（例えば、
約４Ｓ／ｍから約６Ｓ／ｍの導電率を有する塩水）であってもよい。塩水は、汽水（例え
ば、約０．０５Ｓ／ｍから約４Ｓ／ｍの導電率を有する塩水）であってもよい。ある特定
の実施形態では、塩水の導電率は、約０．０５Ｓ／ｍよりも大きい（例えば、約０．１Ｓ
／ｍよりも大きい、約０．５Ｓ／ｍよりも大きい、約１．０Ｓ／ｍよりも大きい、約２．
０Ｓ／ｍよりも大きい、約２．５Ｓ／ｍよりも大きい、約３．０Ｓ／ｍよりも大きい、約
３．５Ｓ／ｍよりも大きい、約４．０Ｓ／ｍよりも大きい、約４．５Ｓ／ｍよりも大きい
、約５．０Ｓ／ｍよりも大きい、または約５．５Ｓ／ｍよりも大きい）。
【００９３】
　本明細書に記述する装置、システム及び方法を使用して、様々な程度で塩水の塩分を低
減させることができる。塩分低減の程度は、装置またはシステムの構造、及び装置または
システムを使用して処理される塩水の塩分を含むいくつかの要因に応じて決めることがで
きる。
【００９４】
　いくつかの実施形態では、本明細書に記述する装置、システム及び方法を使用して淡水
化される水（例えば、装置の希薄出口チャネルまたはシステムの水出口から収集される水
）の導電率は、装置またはシステム内に流れ込む塩水の導電率の約９０％を超えない（例
えば、装置またはシステム内に流れ込む塩水の導電率の約８０％を超えない、装置または
システム内に流れ込む塩水の導電率の約７５％を超えない、装置またはシステム内に流れ
込む塩水の導電率の約６０％を超えない、装置またはシステム内に流れ込む塩水の導電率
の約５０％を超えない、装置またはシステム内に流れ込む塩水の導電率の約４０％を超え
ない、装置またはシステム内に流れ込む塩水の導電率の約３０％を超えない、装置または
システム内に流れ込む塩水の導電率の約２５％を超えない、装置またはシステム内に流れ
込む塩水の導電率の約２０％を超えない、装置またはシステム内に流れ込む塩水の導電率
の約１０％を超えない、装置またはシステム内に流れ込む塩水の導電率の約５％を超えな
い、装置またはシステム内に流れ込む塩水の導電率の約１％を超えない、装置またはシス
テム内に流れ込む塩水の導電率の約０．５％を超えない、装置またはシステム内に流れ込
む塩水の導電率の約０．１％を超えない、装置またはシステム内に流れ込む塩水の導電率
の約０．０５％を超えない、装置またはシステム内に流れ込む塩水の導電率の約０．０１
％を超えない、またはそれ以下である）。
【００９５】
　いくつかの場合では、本明細書に記述する装置、システム及び方法を使用して淡水化さ
れる水（例えば、装置の希薄出口チャネルまたはシステムの水出口から収集される水）の
導電率は、約２．０Ｓ／ｍ未満（例えば、約１．７５Ｓ／ｍ未満、約１．５Ｓ／ｍ未満、
約１．２５Ｓ／ｍ未満、約１．０Ｓ／ｍ未満、約０．７５Ｓ／ｍ未満、約０．５Ｓ／ｍ未
満、約０．２５Ｓ／ｍ未満、約０．１Ｓ／ｍ未満、約０．０５Ｓ／ｍ未満、約０．０１Ｓ
／ｍ未満、約０．００５Ｓ／ｍ未満、約０．００１Ｓ／ｍ未満、約５．０×１０－４Ｓ／
ｍ未満、約１．０×１０－４Ｓ／ｍ未満、約５．０×１０－５Ｓ／ｍ未満、約１．０×１
０－５Ｓ／ｍ未満、またはそれ以下）である。
【００９６】
　いくつかの実施形態では、本明細書に記述する装置、システム及び方法を使用して淡水
化される水（例えば、装置の希薄出口チャネルまたはシステムの水出口から収集される水
）は、飲料水である（例えば、水は約０．０５Ｓ／ｍから約０．００５Ｓ／ｍの導電率を
有する）。いくつかの実施形態では、本明細書に記述する装置、システム及び方法を使用
して淡水化される水（例えば、装置の希薄出口チャネルまたはシステムの水出口から収集
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される水）は、超純水である（例えば、水は約０．００５Ｓ／ｍから約５．５×１０－６

Ｓ／ｍの導電率を有する）。
【００９７】
　所望に応じて、水は、塩水の塩分における所望の低減を達成するために、本明細書に記
述する装置、システム及び方法を使用して複数回処理できる。
【００９８】
　本明細書に記述する装置及びシステムを使用して、従来の淡水化方法よりも大きいエネ
ルギー効率で水を淡水化できる。いくつかの場合では、本明細書に記述する装置及びシス
テムを使用して、約５０００ｍＷｈ／Ｌ未満（例えば、少なくとも約４０００ｍＷｈ／Ｌ
、少なくとも約３０００ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約２５００ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約２
０００ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約１５００ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約１０００ｍＷｈ／Ｌ
、少なくとも約９００ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約８００ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約７５０
ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約７００ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約６００ｍＷｈ／Ｌ、少なくと
も約５００ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約４００ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約３００ｍＷｈ／Ｌ
、少なくとも約２５０ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約２００ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約１００
ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約９０ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約８０ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約
７５ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約７０ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約６０ｍＷｈ／Ｌ、少なくと
も約５０ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約４０ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約３０ｍＷｈ／Ｌ、少な
くとも約２５ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約２０ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約１５ｍＷｈ／Ｌ、
もしくは少なくとも約１０ｍＷｈ／Ｌ、または少なくとも約５ｍＷｈ／Ｌ）のエネルギー
効率で水を淡水化できる。いくつかの実施形態では、本明細書に記述する装置及びシステ
ムを使用して、前述の任意の最小値から約１ｍＷｈ／Ｌの範囲（例えば、少なくとも約１
０００ｍＷｈ／Ｌから約１ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約５００ｍＷｈ／Ｌから約１ｍＷｈ／
Ｌ、少なくとも約１００ｍＷｈ／Ｌから約１ｍＷｈ／Ｌ、少なくとも約７５ｍＷｈ／Ｌか
ら約１ｍＷｈ／Ｌ、または少なくとも約５０ｍＷｈ／Ｌから約１ｍＷｈ／Ｌ）のエネルギ
ー効率で水を淡水化できる。
【００９９】
　いくつかの場合では、塩水は、本明細書に記述する装置及びシステムで淡水化する前に
前処理されない。他の実施形態では、塩水は、淡水化する前に処理してもよい。例えば、
淡水化する前の塩水から多価陽イオン（例えば、Ｃａ２＋、Ｍｇ２＋、またはそれらの組
み合わせ）を除去することによって、長い運転時間にわたる装置またはシステム内の沈殿
物形成を低減させることができる。したがって、いくつかの実施形態では、塩水を前処理
、例えば、塩水を適切なイオン交換樹脂と接触させることによって、溶液中の溶解多価陽
イオンのレベルを低減させることができる。必要に応じて、塩水を、例えば、沈殿及び／
または濾過によって、細片を除去するようにも前処理できる。所望に応じて、塩水は、淡
水化する前に消毒もできる。
【０１００】
　所望に応じて、特定の最終的用途のために、水を、本明細書に記述する装置及びシステ
ムを用いた淡水化に続いてさらに処理できる。例えば、水に、フッ化ナトリウム、フルオ
ロケイ酸またはフルオロケイ酸ナトリウムなどの適切なフッ化塩を追加してフッ素を添加
してもよい。また、水は、本明細書に記述する装置及びシステムを用いた淡水化に続いて
、イオン交換樹脂を通すか、かつ／またはｐＨを調整するように処理してもよい。
［実施例］
［実施例１］
【０１０１】
マイクロ流体双極電極装置を使用した淡水化
　単一の双極電極（ＢＰＥ）によってつながれた淡水化ユニット及び補助チャネルを備え
たマイクロ電気化学セルを使用して、圧力駆動流（ＰＤＦ）の存在下で局所的に生成され
た電場勾配に沿って海水を淡水化した。海水淡水化は、並列の淡水化ユニットと補助チャ
ネルとの間に電位バイアスを印加して、双極電極の陽極における塩素の酸化を駆動するこ



(23) JP 6366605 B2 2018.8.1

10

20

30

40

50

とによって達成した。陰極では、水の還元が起こって電流の流れを援助する。
【０１０２】
　ＢＰＥの陽極における塩素の酸化によって、イオン枯渇領域及びそれに続いて電場勾配
が生じる。電場勾配は、イオンが淡水化ユニットを通り、分岐マイクロチャネル内に流れ
るように導き、そしてブラインストリームを作り出し、一方で、脱塩された水は、圧力駆
動流の流量が制御されているときには前方に流れ続けた。それ故に、海水淡水化は、塩分
のあるストリーム及び淡水化ストリームの両方を作り出すように、圧力駆動流の流量を制
御することによって達成できた。
【０１０３】
　材料及び方法
　マイクロ流体装置の製造
　当技術分野において公知の微細加工法を使用して、ＰＤＭＳ－石英ハイブリッドマイク
ロ流体装置を用意した。マイクロ流体装置の構造を、図２に概略図に図示する。装置は、
単一の双極電極によってつながれた淡水化ユニット及び補助チャネルを備える。
【０１０４】
　熱分解されたフォトレジスト炭素電極を、石英スライド（１インチ（約２．５４ｃｍ）
×１インチ（約２．５４ｃｍ））上に製造した。フォトレジストを、３５００ｒｐｍで４
５秒間、スライド上でスピンコーティングし、その後、１００℃で１分間、熱板上でソフ
トベークして過剰な溶媒を除去した。次に、装置を、前述のパターン化マスクを用いて紫
外線ランプにさらし、電極（１００μｍ幅、６．３ｍｍ長）設計を示した。次に、過剰フ
ォトレジストを現像によって除去した。次に、装置を、１００立方センチメートル毎分で
連続的に流れる、５％Ｈ２と９５％Ｎ２との成形ガスを用いる石英チューブ炉に設置して
、フォトレジストを熱分解した。熱分解後、装置を室温に冷却した。
【０１０５】
　１００μｍ幅の入口チャネル並びに５０μｍ幅の希薄出口チャネル及び濃縮出口チャネ
ルを有するＰＤＭＳ淡水化ユニット（５．０ｍｍ長及び２２μｍ高）を、シリコンウェー
ハ上にパターン化されたＳＵ－８フォトレジスト鋳型を使用して、補助チャネル（５．０
ｍｍ長、２２μｍ高、１００μｍ幅）と平行に製造した。淡水化ユニットと補助チャネル
との間の分離（中心間）は、６．０ｍｍであった。ＰＤＭＳチャネルを、エタノールです
すいで、Ｎ２下で乾燥させた。次に、ＰＤＭＳ及び石英－電極表面を、空気プラズマに１
５秒間さらし、最終的に、二つの部分を、希薄出口チャネル及び濃縮出口チャネルが入口
チャネルから分岐するところの交点に位置合わせされたＢＰＥと共に結合させた。次に、
ＰＤＭＳ－石英マイクロ流体装置を、６５℃で５分間、炉に置いて、不可逆的結合を促し
た。
【０１０６】
　淡水化の評価
　テキサス州ポートアランサスから収集した海水を使用して淡水化を評価した。マイクロ
流体チャネルの詰まりを防ぐために、試料を収集する前に、海水試料を簡単な沈殿プロセ
スに供した。海水にカチオン（２０μΜＲｕ（ｂｐｙ）２＋）トレーサを加え、淡水化中
に淡水化ユニットを通るイオンの移動を蛍光モニタリングした。
【０１０７】
　入口チャネルと流体的に接続された流体容器（１１０、Ｖ１）と、濃縮出口チャネルと
流体的に接続された流体容器（１１２、Ｖ２）及び希薄出口チャネルと流体的に接続され
た流体容器（１１４、Ｖ３）との間の、溶液の高さを異ならせた。このようにして、右か
ら左への圧力駆動流（ＰＤＦ）を起動した。
【０１０８】
　結果
　Ｐｔ駆動電極を使用して、Ｅｔｏｔ＝３．０Ｖを容器２１２及び２１０に印加し、一方
で、流体容器１１０、１１２及び１１４は接地した。電位バイアスによって、ＢＰＥ（２
０４）の両極間に十分に大きな電位差が作り出され、ＢＰＥ陽極（２０６）及び陰極（２
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０８）における水の酸化及び還元を駆動した。それぞれ、式１及び式２を参照されたい。
さらに、ＢＰＥ陽極に塩素酸化（２０６、式３）が発生し、塩素が生成されたときにＢＰ
Ｅ付近にイオン枯渇領域を直接もたらした。
（式１）　２Ｈ２Ｏ－４ｅ－←→Ｏ２＋４Ｈ＋

（式２）　２Ｈ２Ｏ＋２ｅ－←→Ｈ２＋２ＯＨ－

（式３）　２Ｃｌ－－２ｅ－←→Ｃｌ２（２）
【０１０９】
　さらに、水の酸化（式１）によって電気発生されたＨ＋が、海水中に存在し得る重炭酸
塩及びホウ酸塩を中和し、さらに、イオン枯渇領域（１０９）及びその後に形成される電
場勾配の強度に寄与し得る。右から左へのＰＤＦによって、海水及び、それ故に、海水中
に存在するイオンが、希薄出口チャネル（１０４）及び濃縮出口チャネル（１０６）が入
口チャネル（１０２）から分岐するところの交点に形成された電場勾配の方に輸送された
。
【０１１０】
　概して、荷電種の濃度の低減をもたらす任意のファラデー反応（または、ファラデー反
応に続く均一系反応）は、イオン枯渇領域をもたらす。塩素を生じる塩素酸化は、そのよ
うなファラデー反応の例である。Ｈ＋を生じる水の酸化、およびそれに続く溶液中のＨ＋

及びアニオンの均一系反応は、ファラデー反応に続くそのような均一系反応の例である。
イオン枯渇領域は、高溶液抵抗の局所領域である。電位バイアスが印加されると、イオン
枯渇領域は、高電場の局所領域にもなる。以下に論じるように、この上昇した電場によっ
て、流体の流れストリーム（例えば、水）からのイオンの分離を促すことができる。
【０１１１】
　帯電した検体の電気泳動速度（Ｕｅｐ）は、式４に従い決定される。式中、μｅｐは、
検体の電気泳動移動度であり、Ｖ１は、局所電場強度である。
（式４）　Ｕｅｐ＝μｅｐＶ１

希薄出口チャネル及び濃縮出口チャネルが入口チャネルから分岐するところの交点付近に
双極電極の陽極によって形成されたイオン枯渇領域付近を除く、図２に描写する装置のす
べての領域において、水及びすべての溶存種の輸送は、ＰＤＦによって制御される。結果
として、すべての中性種及びイオンは、概して装置の中を流れる流体の方向（すなわち、
右から左）に移動する。しかしながら、イオンが、交点付近に電極によって形成された局
所電場勾配に近づくと、それらは電場強度の増大に伴うＵｅｐの増大を受ける。カチオン
の場合には、この勾配は、図７に描写するように、イオンの局所電気泳動速度（Ｕｅｐ）
が流体の平均対流速度（ＰＤＦ）を超えた結果として、接地された容器の方にブラインス
トリームにおいてカチオンの向きを変える。マイクロチャネルにおける電気的中性を維持
するために、アニオンも、ブラインストリームに向きを変える。
【０１１２】
　装置のマイクロチャネルを通るイオン種の流れを、装置を流れるＲｕ（ｂｐｙ）２＋（
蛍光カチオントレーサ）の流れを観察することによってモニタした。図８Ａ及び図８Ｂは
、電位バイアスの印加前（図８Ａ）及び印加後（図８Ｂ）に取られた装置の蛍光顕微鏡写
真である。図８Ａに示すように、電位バイアスが印加されていないときには、イオンは、
入口チャネル（７０２）を通り、希薄出口チャネル（７０４）及び濃縮出口チャネル（７
０６）の両方に流れた。電位バイアスを印加すると、イオン枯渇領域及びそれに続いて電
場勾配が、希薄出口チャネル（７０４）と濃縮出口チャネル（７０６、図８Ｂ）との交点
（７１０）付近のＢＰＥ陽極（７０８）付近に形成される。結果として、蛍光カチオント
レーサＲｕ（ｂｐｙ）２＋を含むイオンは、濃縮出口チャネル（７０６）内に導かれる。
脱塩された水（蛍光カチオントレーサＲｕ（ｂｐｙ）２＋の欠如の故に顕微鏡写真におい
て非蛍光である）は、希薄出口チャネル（７０４）に流入する。これらの結果は、カチオ
ン及びアニオンの両方が濃縮出口チャネル（７０６）に流入することを実証する。３．０
Ｖの開始時の印加によって、ＢＰＥ陽極付近に酸化環境が作り出され、これは炭素陽極の
部分溶解を引き起こす。
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【０１１３】
　イオン枯渇領域の形成が、装置内を流れる流体の脱イオン化をもたらすことを確認する
ために、塩素イオンを欠く溶液を使用して同様の実験を行った。すべての塩素イオンが溶
液から除去されると、当業者は、ＢＰＥ陽極がイオン枯渇領域及び局所電場勾配の形成を
（塩素イオンを含有する塩水の場合のようには）促すことを予期しないであろう。対照実
験では、Ｎａ２ＳＯ４の溶液を装置に流した。図９Ａに示すように、３．０Ｖの印加前に
は、ＢＰＥ陽極付近に、同様の蛍光強度が観察された。３．０Ｖの印加時、ＢＰＥ陽極付
近における蛍光強度のいかなる低減も観察されなかった（図９Ｂ）。この発見事項は、海
水淡水化に伴うＢＰＥ陽極付近に形成されたイオン枯渇領域の結果と一致した。
【０１１４】
　Ｃｌ－の酸化が電場勾配の形成及び淡水化に重要であることを確認するために、淡水化
ユニットを、５０ｍＳ／ｃｍのＮａＣｌ溶液で満たした。この場合には、Ｃｌ－酸化のみ
が、枯渇領域の形成に寄与できる。図１０Ａは、電位バイアスがない場合を示し、ここで
は装置に蛍光発光が観察されない。３．０Ｖバイアスの印加時、［Ｒｕ（ｂｐｙ）３］２

＋は、ブラインストリームに向きを変え（図１０Ｂ）、Ｃｌ－が、淡水化プロセスにおけ
る決定的な要因であることを示唆する。
【０１１５】
　海水、Ｎａ２ＳＯ４及びＮａＣｌ中の電場勾配の測定値によって、ＣＩ－含有溶液の存
在下でのみ局所電場勾配が形成されることが確認される（図１１）。図１１から、上昇し
た電場が、ＣＩ－酸化が起こるところの海水及びＮａＣｌの存在下でのみ観察された。Ｎ
ａ２ＳＯ４溶液では、上昇した電場強度は観察されなかった。
【０１１６】
　この分離プロセスの間の導電率の測定は、両極性パルス法を使用して実行した。５回の
個々の試験から得られた淡水化ストリームにおける平均導電率は、３７．５±２．５ｍＳ
／ｃｍであった。このことは、供給された海水（５０ｍＳ／ｃｍ）から約２５±５％の塩
が除去されたことを示す。
【０１１７】
　図１２は、時間に対する、装置の中を流れる総電流（ｉｔｏｔ）の代表的なプロットを
示す。装置の定常状態動作電流は、２０ｎＡであった。３．０Ｖの電位バイアスで淡水化
プロセスを駆動すると、装置は、６０ｎＷのみの電力消費において動作した。
【０１１８】
　希薄出口チャネルを流れる流体流量は、非帯電ビーズ及び蛍光染料を使用して測定でき
た。希薄出口チャネルを流れる流体流量の測定も、３．０Ｖ駆動電位を停止した後、すべ
ての物質輸送がＰＤＦに起因した場合に蛍光トレーサの移動を追跡することによって行う
ことができた。入口から出口までの総流量は、おおよそ０．０８μＬ／分であった。分岐
したストリームの各々を通る流れは、約０．０４μＬ／分であった。より高い流体流量で
は、イオン枯渇領域は、希薄出口チャネルの所まで遠く延伸しない。その結果、淡水化プ
ロセスの効率が低下し、イオンが、装置の運転中に、希薄出口チャネル内に流れ始める。
【０１１９】
　６０ｎＷで動作する装置を使用して、２５ｍＷｈ／Ｌのエネルギー効率が達成された。
このエネルギー効率は、この与えられた分離における理論的な最低効率の丁度１．５倍で
ある。これは、いかなる最新技術の海水淡水化技術よりも優れている。例えば、逆浸透は
、通常、おおよそ５Ｗｈ／Ｌのエネルギー効率で実行され、理論的には分離に１．０Ｗｈ
／Ｌが要求されるが、おおよそ２．０Ｗｈ／Ｌの最大エネルギー効率を達成した。逆浸透
と比較したマイクロ流体装置のこの優れた効率は、これらの逆浸透エネルギー効率が、（
多くの場合、より小型のもので行われる同じプロセスにおいて観察される効率よりも優れ
ている、）エネルギー回収装置を組み込む工業用淡水化施設の効率に対応することを考慮
すると、特に顕著である。
【０１２０】
　装置規模の縮小は、通常、エネルギー効率の低減を招く。結果として、これらの装置は
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、小型の淡水化使用において極めて競争力があると思われる。さらに、必要な機器がより
少なく、かつ装置の運転に３．０Ｖ電源のみしか要求されないため、これらの装置は、水
ストレス地域に使用できる。さらに、ＢＰＥが直接電気接続を必要としないため、簡単な
電源を使用して並列に配置された多数の装置を同時に動作させることが可能である。
【０１２１】
　水の淡水化に加えて、添付の特許請求の範囲の装置、システム及び方法は、同時に、水
を消毒することもできる。陽極における塩素酸化によって、塩素及び電場勾配が生成され
る。次に、塩素が水と反応して、一般の水の消毒剤である次亜塩素酸塩を含有する次亜塩
素酸が生成され得る。十分な濃度のこの消毒剤が淡水化ストリーム内を流れる場合には、
真水利用に意図される水は、淡水化だけでなく、消毒もされ、その結果、後処理要求が少
なくなる。
【０１２２】
　添付の特許請求の範囲の装置、システム及び方法は、特許請求の範囲のいくつかの態様
の例証として意図される、本明細書に記述する特定の装置、システム及び方法によってそ
の範囲を限定されない。機能的に等しい任意の装置、システム及び方法が、特許請求の範
囲の範囲内にあると意図される。本明細書に示し、記述するものに加えた、装置、システ
ム及び方法の様々な変更が、添付の特許請求の範囲の範囲内にあると意図される。さらに
、本明細書に開示する特定の代表的な装置、システム及び方法ステップのみを具体的に記
述したが、装置、システム及び方法ステップの他の組み合わせも、具体的に列挙しなくて
も、添付の特許請求の範囲の範囲内にあると意図される。それ故に、ステップ、要素、構
成要素または構成部品の組み合わせが、本明細書に明示的またはそれほど明示的ではなく
言及され得る。しかしながら、ステップ、要素、構成要素及び構成部品の他の組み合わせ
も、明示的に記載していないが、本発明に含まれる。
［実施例２］
【０１２３】
マイクロ流体電極装置を使用した淡水化
　マイクロ流体装置の製造
　ＰＤＭＳ－ガラスハイブリッドマイクロ流体装置を、当技術分野において公知の微細加
工法を使用して用意した。マイクロ流体装置の構造を、図１に概略図に図示する。装置は
、淡水化ユニット及び単一電極を備える。
【０１２４】
　ＰｔでコーティングされたＴｉ電極を、スライドガラス（１インチ（約２．５４ｃｍ）
×１インチ（約２．５４ｃｍ））上に製造した。フォトレジストを、３５００ｒｐｍで４
５秒間、スライド上でスピンコーティングし、その後、１００℃で１分間、熱板上でソフ
トベークして過剰な溶媒を除去した。次に、装置を、前述のパターン化マスクを用いて紫
外線ランプにさらし、電極（１００μｍ幅、６．３ｍｍ長）設計を示した。次に、過剰フ
ォトレジストを現像によって除去し、ベアガラスを露出させた。次に、装置を、Ｔｉの最
初の１０ｎｍが蒸着されるように電子ビーム真空室内に設置した。次に、１００ｎｍのＰ
ｔを蒸着してＰｔ電極を形成した。次に、アセトン浴内のリフトオフによって、過剰フォ
トレジスト及び蒸着金属を除去した。
【０１２５】
　１００μｍ幅の入口チャネル並びに５０μｍ幅の希薄出口チャネル及び濃縮出口チャネ
ルを持つＰＤＭＳ淡水化ユニット（５．０ｍｍ長及び２２μｍ高）を、シリコンウェーハ
上にパターン化されたＳＵ－８フォトレジストモールドを使用して製造した。ＰＤＭＳチ
ャネルを、エタノールですすいで、Ｎ２下で乾燥させた。次に、ＰＤＭＳ及びガラス－電
極表面を、空気プラズマに１５秒間さらし、最終的に、二つの部分を、希薄出口チャネル
及び濃縮出口チャネルが入口チャネルから分岐するところの交点に位置合わせされた電極
と共に結合させた。次に、ＰＤＭＳ－ガラスマイクロ流体装置を、６５℃で５分間、炉に
置いて、不可逆的結合を促した。
【０１２６】
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　淡水化の評価
　テキサス州ポートアランサスから収集した海水を使用して淡水化を評価した。マイクロ
流体チャネルの詰まりを防ぐために、試料を収集する前に、海水試料を簡単な沈殿プロセ
スに供した。海水にカチオン（２０μΜＲｕ（ｂｐｙ）２＋）トレーサを加え、淡水化中
に淡水化ユニットを通るイオンの移動を蛍光モニタリングした。
【０１２７】
　入口チャネルと流体的に接続された流体容器（１１０、Ｖ１）と、濃縮出口チャネルと
流体的に接続された流体容器（１１２、Ｖ２）及び希薄出口チャネルと流体的に接続され
た流体容器（１１４、Ｖ３）と間の、溶液の高さを異ならせた。このようにして、右から
左への圧力駆動流（ＰＤＦ）を起動した。
【０１２８】
　結果
　Ｐｔワイヤー対電極及び微細加工されたＰｔ駆動電極を使用して、電極１０８と流体容
器１１０、１１２及び１１４との間に１．４Ｖバイアスを印加した。流体容器は接地した
。電位バイアスによって、電極と溶液との間に、塩素酸化を駆動し、イオン枯渇領域及び
局所電場勾配を作り出す十分に大きな電位差が作り出された。
【０１２９】
　装置のマイクロチャネルを流れるイオン種の流れを、装置を流れるＲｕ（ｂｐｙ）２＋

（蛍光カチオントレーサ）の流れを観察することによってモニタした。図１３Ａ及び図１
３Ｂは、電位バイアスの印加前（図１３Ａ）及び印加後（図１３Ｂ）に取られた装置の蛍
光顕微鏡写真である。図１３Ａに示すように、電位バイアスが印加されていないときには
、イオンは、入口チャネル（７０２）を通り、希薄出口チャネル（７０４）及び濃縮出口
チャネル（７０６）の両方に流れた。１．４Ｖの電位バイアスを印加すると、イオン枯渇
領域及びそれに続いて電場勾配が、希薄出口チャネル（７０４）と濃縮出口チャネル（７
０６、図１３Ｂ）との交点（７１０）付近のＢＰＥ陽極（７０８）付近に形成される。結
果として、蛍光カチオントレーサＲｕ（ｂｐｙ）２＋を含むイオンが、濃縮出口チャネル
（７０６）内に導かれる。（蛍光カチオントレーサＲｕ（ｂｐｙ）２＋の欠如の故に顕微
鏡写真において非蛍光である）脱塩された水は、希薄出口チャネル（７０４）内を流れる
。これらの結果は、カチオン及びアニオンの両方が濃縮出口チャネル（７０６）内を流れ
ることを実証する。炭素陽極とは異なり、これらのＰｔ陽極は、溶解しない。
［実施例３］
【０１３０】
淡水化シミュレーション
　マイクロ流体装置の製造
　前述の実施例に加えて、数値シミュレーションを使用して淡水化をモデル化した。計算
法を使用して、図１０Ｂの実施例１に類似する５０ｍＳ／ｃｍのＮａＣｌ溶液の淡水化を
モデルした。シミュレートしたシステムの三次元形状は、１００μｍ幅の入口チャネル並
びに５０μｍ幅の希薄出口チャネル及び濃縮出口チャネルを有する（５．０ｍｍ長及び２
２μｍ高）。コンピュータモデルは、淡水化チャネル内の初期の流れ、並びに局所イオン
濃度及び局所電場の分布をシミュレートした。Ｃｌ－の酸化が、陽極において発生する唯
一のファラデー反応であると想定した。モデルは、並列処理による数値スキームに基づい
て開発され、最新の高性能計算プラットフォーム（スーパーコンピュータ）における直接
的な実施を可能にする。
【０１３１】
　モデルは、流体力学、物質移行、電荷搬送、及び静電問題を表す式に基づく。液体が非
圧縮性であり、局所流速場（ｖ）がナビエ・ストークス式によって表され得ると想定され
る。
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【数１】

式中、ρ及びηは、液体の質量密度及び動粘性係数であり、ｐは、静水圧である。Ｎａ＋

及びＣｌ－の濃度における時空間変化は、バランス式によって決定される。

【数２】

【数３】

式中、ｎは、種濃度であり、Ｄは、バルク流体における拡散係数であり、Φは、局所電位
である。Ｆ、Ｒ及びＴは、それぞれ、ファラデー定数、モル気体定数及び温度を表す。ｖ
は流速、ｒは、陽極におけるファラデー反応に起因する、Ｃｌ－濃度の低減を表す電気化
学反応項である。
【０１３２】
　種の局所濃度及び局所電位は、ポアソン式によって関係づけられる。

【数４】

式中、ｑｅは、素電荷であり、ε０及びεｒは、真空誘電率及び絶縁定数である。流体力
学的問題（式Ｓ－１）は、種の輸送問題（式Ｓ－２及びＳ－３）並びに静電問題（式Ｓ－
４）から分断することができると想定した。すなわち、流体の密度及び粘度は、イオン強
度と無関係である。
【０１３３】
　式Ｓ－１の直接数値解法の代わりに、低レイノルズ数流れのシミュレーションを、格子
ボルツマン法（ＬＢＭ）を用いて実行した。ＬＢＭでは、線形衝突演算子を用いてボルツ
マン式の離散化バージョンを解く。方法は、離散時間ステップ中に、空間格子に制限され
、離散速度ｃｉで移動する架空粒子の分布関数の時間発展を追跡することによって、流体
力学的現象をシミュレートする。粒子分布関数ｆｉ（ｒ，ｔ）は、速度ｃｉ、位置ｒ及び
時間ｔにおいて粒子を発見する確率を表す。各時間ステップは、個々のストリーミング及
び衝突ステップに分割される。速度ｃｉは、一つのストリーミングステップにおいて、粒
子が格子リンクに沿ってある格子ノードからその隣接ノードに移動するように選択される
。その後、粒子分布関数ｆｉが、離散的衝突演算子に従い再分配される。粒子分布関数の
一次及び二次モーメントから、局所流体密度ｐ（ｒ，ｔ）及び速度ｖ（ｒ，ｔ）が得られ
る。
【数５】
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【数６】

【０１３４】
　固液界面においてスリップのない境界条件を、ハーフウェイバウンスバック法を適用し
て実施した。通例、ＬＢＭモデルは、ＤｘＱｙとして指定される。式中、ｘは、格子次元
であり、ｙは、所与の格子ノードから単一の立方格子に位置する（ノードそれ自体を含む
）その隣接ノードまでの格子リンクの数を指す。この作業では、Ｄ３Ｑ１９格子を使用し
た。この格子は、各格子ノードに１８のリンクを持ち、四次元面心超立方格子を三次元空
間に投影することによって得ることができる。同じＤ３Ｑ１９格子を、輸送方程式（式Ｓ
－２及びＳ－３）並びにポアソン式（式Ｓ－４）の数値解法にも使用したことが留意され
るべきである。
【０１３５】
　輸送方程式を、空間格子の隣接ノード間の種流束の特定に基づく数値的アプローチを用
いて解いた。隣接ノード間の流束の対称的な構築によって、厳密な局所質量－電荷の保存
が保証される。その手法では、流束は、外部場と荷電種濃度及び流体流速の両方とをつな
ぐ基本的な力動的対象である。式Ｓ－２及びＳ－３を解くために、以下の境界条件を与え
た。（ｉ）チャネル壁と垂直の流束が、両方の荷電種（Ｎａ＋及びＣｌ－）においてゼロ
、（ｉｉ）陽極表面と垂直のＮａ＋の流束がゼロ、そして（ｉｉｉ）陽極表面と垂直のＣ
Ｉ－の流束、すなわちｊＣＩがこの表面にわたる所与の電流密度から決定された。

【数７】

式中、ＩＢＰＥは、陽極を流れる電流であり、ＳＢＰＥは、溶液と接触するＢＰＥ陽極の
表面積である。
【０１３６】
　ポアソン式（式Ｓ－４）を、Ｄ３Ｑ１９格子に適応させた下方緩和有限差分法によって
解いた。具体的には、電位の最新の局所値を、隣接する格子ノードにおけるその値を考慮
することによって決定するために、重量係数ωは、それぞれ、最近接する及びその次に最
近接するノードについて、
【数８】

である。０．２５の下方緩和係数を使用して、ＢＰＥに近い領域における電位の計算中の
数値安定性を保証した。
【０１３７】
　この研究では、物理的パラメータについて以下の値を想定してシミュレーションを実行
した。ρ＝１．０２３×１０３ｋｇ／ｍ３、η＝０．９６６ｍＰａ・ｓ、Ｔ＝２９８．１
６Ｋ、ＤＣｌ＝２．０３２×１０－９ｍ２／ｓ、ＤＮａ＝１．３３４×１０－９ｍ２／ｓ
、εｒ＝７８。ＢＰＥを流れる電流をＩＢＰＥ＝５０ｎＡと想定し、淡水化チャネル中の
溶液と接触する陽極表面積（ＳＢＰＥ）を、ＳＢＰＥ＝８２μｍ×５０μｍ（陽極幅×長
さ）と想定した。陽極の電位を、０．９Ｖと想定し、外部から印加された電圧（３Ｖ）と
塩素酸化及び水の還元（１．３Ｖ及び０．８Ｖ）の標準電位の合計との差異から決定した
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。淡水化チャネルの入口容器におけるＣｌ－及びＮａ＋の濃度を、３．３１２１×１０２

６イオン／ｍ３と想定し、これは０．５５Ｍのモル濃度に対応する。
【０１３８】
　結果
　これらの数値シミュレーションは、淡水化のために提案されたメカニズムと一致した。
シミュレーションは、陽極におけるＣｌ－酸化という想定に基づく５０ｍＳ／ｃｍのＮａ
Ｃｌ溶液の淡水化である図１０Ｂの実施例１に対応する結果に酷似する。図１４Ａは、陽
極に近い関心のある領域におけるシミュレートした塩分の分布を、淡水化チャネル入口に
おけるその値によって正規化して示す。結果は、淡水化された出口において塩分が２０％
低減したことを示す。図１４Ｂは、陽極にわたる電場勾配のシミュレートした発生を示し
、これは塩素酸化に起因する電場強度の明らかな増大を示す。
【０１３９】
　本明細書に使用される「備える」という用語及びその変形は、「含む」という用語及び
その変形と同義であるとして使用され、開かれた、非限定的な用語である。「備える」及
び「含む」という用語を、様々な実施形態を記述するために本明細書に使用したが、「か
ら本質的になる」及び「からなる」という用語を、本発明のより具体的な実施形態を提供
するために、「備える」及び「含む」の代わりに使用でき、開示もされる。ここに留意す
る以外に、明細書及び特許請求の範囲に使用される形状、寸法などを表すすべての数は、
特許請求の範囲の範囲に関する均等物の原理の応用を制限するようには企図されず、最低
限、有効数字の数及び通常の四捨五入の手法を考慮して解釈されるものとすると理解され
る。
【０１４０】
　他に定義されない限り、本明細書に使用されるすべての技術及び科学用語は、開示した
発明に属する分野の当業者によって一般に理解されるのと同じ意味を有する。本明細書に
引用される刊行物及びそれらが引用される内容は、参照により具体的に組み込まれる。
【図１Ａ】

【図１Ｂ】

【図１Ｃ】

【図２】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図８Ａ】
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【図８Ｂ】

【図９Ａ】

【図９Ｂ】

【図１０Ａ】

【図１０Ｂ】 【図１１】
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【図１２】

【図１３Ａ】

【図１３Ｂ】

【図１４Ａ】

【図１４Ｂ】
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